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は じ め に 

 

 寒川町では、男女共同参画社会基本法に基づく市町村男女共同参画計画とし

て、平成 12年 3月に「さむかわ男女共同参画プラン」、平成 18年 3月に「第二

次さむかわ男女共同参画プラン」、平成 23 年 3 月に「第 3 次さむかわ男女共同

参画プラン」を策定し、男女共同参画社会の形成に向けて様々な取り組みを進

めてまいりました。 

 この間、国においては「第４次男女共同参画基本計画」の策定、「女性の職業

生活における活躍の推進に関する法律」の公布、「配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護等に関する法律」の改正など、男女共同参画に関わる法律の制定

や改正、基本計画が策定され、神奈川県においても「かながわ男女共同参画推

進プラン（第 3次）」の策定がされました。 

 このように、男女共同参画社会形成に向けた制度面での整備は一定の進捗が

見られるものの、平成 27年 5月に実施した寒川町「男女共同参画社会に関する

アンケート」では、「社会通念、慣習、しきたりなどで」「政治の場で」男女平

等になっていると「思わない」という割合が高くなっております。 

 こうした状況を踏まえ、引き続き男女共同参画社会形成に向けた取り組みの

必要性から、ここに「第４次さむかわ男女共同参画プラン」を策定するもので

す。これまでの「第３次さむかわ男女共同参画プラン」の考え方を継承しつつ

現代的課題にも対応する形で、寒川町における男女共同参画社会の形成を目指

す上での道標となるものです。 

 国の取り組みの影響もあり、女性の活躍推進に向けた社会の気運は大きく高

まってきており、女性があらゆる場で能力を発揮できる環境整備を進めること

が一層重要になると考えております。 

今後、このプランに基づき、町民の皆様とともに、家庭や地域、学校や職場

など様々な場面で、具体的に取り組んでまいりますので、ご理解ご協力をお願

い申し上げます。 

 最後になりましたが、プラン策定にあたり貴重なご意見ご提案をいただきま

した、さむかわ男女共同参画プラン推進協議会委員の皆様をはじめ、アンケー

ト調査にご協力いただきました町民の皆様、関係の方々に心から感謝申し上げ

ます。 

 

 平成 28年 3月 

 

寒川町長 木 村 俊 雄 
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１ 計画の策定趣旨               

 

 平成 11 年 6 月に男女共同参画社会基本法が施行されてから、今年で 17 年目

を迎えます。 

 寒川町では、平成 12 年 3 月に「さむかわ男女共同参画プラン」を策定し、平

成 12 年度から 17 年度までの 6 年間を実施期間として推進に努めました。この

間、男女がともに主体性をもった生き方を自由に選択し、いきいきとした人生

を送ることができ、性別によって役割を押しつけられることなく、個人の人権

が尊重され、多様な生き方を追求でき、社会のあらゆる分野に主体的に参画で

きる男女共同参画社会の形成に取り組みました。 

 その間、国では「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律

（配偶者暴力防止法）」の制定や改正、「育児休業、介護休業等育児又は家族介

護を行う労働者の福祉に関する法律」の改正、「次世代育成支援対策推進法」の

制定や改正、神奈川県では「神奈川県男女共同参画推進条例」の制定など、社

会情勢の変化に応じた法律や条例の整備が行われました。 

 こうした国や県の動向に対応する形で、町では平成 18 年 3 月に「第二次さむ

かわ男女共同参画プラン」平成 23 年 3 月に「第 3 次さむかわ男女共同参画プラ

ン」を策定し、平成 27 年度までの 5 年間を実施期間として、引き続き男女共同

参画社会の形成に取り組んできました。 

 しかしながら、平成 27 年 5 月に町が実施した「男女共同参画社会に関するア

ンケート（町アンケート）」の結果では、男女が平等になっているかという問に

対して、「社会通念、習慣、しきたりなど」では、「そう思わない」「どちらかと

いえばそう思わない」を合わせた「思わない」という人の割合が男性全体の 60％、

女性全体の 68％を占めています。同様に「社会全体で」「職場の中で」「政治の

場で」についても、平等だと「思わない」という人の割合が「思う」という人

の割合を大きく上回っています。 

 こうした状況から、町におけるこれまでの男女共同参画社会の形成に向けた

取り組みはいまだ十分とは言えず、近年の問題傾向に対する認識を新たにしな

がら、男女がともに、自らの能力を発揮し、個性を伸ばし、自由に生き方を選 

択できる社会をつくるという取り組みが、引き続き必要であると考えます。 

折しも国の第４次男女共同参画基本計画と時期を同じくしての策定となりま

した。国の動向には十分留意しつつも、原則的には前回の「第３次さむかわ男 

女共同参画プラン」をベースに、法改正等の動きや町アンケートの結果を踏ま

えながら、寒川町の現状に対応した計画として、ここに「第４次さむかわ男女 

共同参画プラン」を策定するものです。 
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２ 計画の性格 

 

 この計画は、寒川町総合計画「さむかわ 2020 プラン」に基づく分野別の基本

計画の一つであり、寒川町における男女共同参画社会の形成を目指す上での、

言わば道しるべとなるものです。町民、事業所、そして関係各機関や町が、そ

れぞれの立場に応じた役割を十分に果たしながら、それぞれの場面で取り組む

ことが求められる実行計画です。 

 また、この計画は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法

律第２条の３第３項に基づく基本計画の性格も併せ持ちます。 

 

 

３ 計画期間 

 

 この計画の実施期間は、平成 28年度から平成 32年度までの 5か年とします。

なお、社会情勢の変化などにより、必要に応じて見直しを行います。 

 

 

事業年度 Ｈ２８年度 Ｈ２９年度 Ｈ３０年度 Ｈ３１年度 Ｈ３２年度 
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かわ 2020

プラン」基

本計画 
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同参画プラ
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寒川町総合計画「さむかわ２０２０プラン」 

後期基本計画（Ｈ２４～３２年度） 

第２次実施計画 第３次実施計画 

 

第４次さむかわ男女共同参画プラン 

実施計画（前期） 

 

実施計画（後期） 
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計画の考え方

１　基本理念

＜基本的な考え方＞

『男女共同参画社会の形成』 

 平成11年6月に施行された男女共同参画社会基本法には、「男女共同参画

社会の形成」について次のように定義されています。 

 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる

分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、

経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担

うべき社会を形成することをいう。 

 寒川町では、「男女がともに、自らの能力を発揮し、個性を伸ばし、自由

に生き方を選択できる社会をつくること」が、『男女共同参画社会の形成』

という基本理念の実現につながると考えます。 

 そのためには、個人個人の意識の向上はもちろんのこと、性別による固定

的な役割分担意識にとらわれない価値観や社会の仕組みをつくることが必要

です。 

 この計画では、基本理念の実現に向け、職場、家庭、地域などあらゆる分

野で男女がお互いに人権を尊重し、いきいきと個性や能力を発揮できるよう

に、基本的な考え方を3つに整理し、それぞれ次のように定めて、寒川町に

おける男女共同参画社会の形成に取り組みます。 

（１）人権が尊重され、男女が平等な地域社会づくり 

 人権の尊重と男女平等は、基本的人権として日本国憲法に明記されていま

す。 

 しかし、現実の社会の中では、女性が女性であるというだけで、その能力

を発揮する機会を十分に与えられなかったり、その能力や実績を正当に評価

されないといった不平等が存在しています。 

 こうした不平等のもとには、性別による固定的な役割分担意識など、偏っ

た男女観があり、女性に対して不利益なだけでなく、男性の生き方の自由な

選択を阻むことにもつながっています。 

 そのような差別や偏見をなくし、それぞれひとりの個人として尊重され、

平等に扱われることが必要です。 

（２）男女が自立し、あらゆる分野に参画できる地域社会づくり 

 男女平等の意識は広まっているものの、現実的には家庭・地域・職場など

で、「男だから、女だから」という固定的な役割分担意識がまだ残っていま

す。 

 真に豊かな社会を実現するためには、男女ともに自立し性別にかかわりな

く個人を尊重するという意識を持つことが大切です。 
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（３）いきいきと安心して暮らせる地域社会づくり 

 地域社会は、そこに住む人々やそこで活動する人々が互いに支え合うこと

が大切ですが、ライフスタイルの多様化により人々の地域社会への関心が薄

れてきています。 

 男女ともに、健康で、いきいきと安心して暮らしていくためには、地域社

会において、そこでかかわり合う人々の連帯意識を醸成することが必要です。 
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２　基本目標

 基本理念に基づいて、男女共同参画社会の形成を実現するため、次の4つの

基本目標を掲げ、具体的な事業を展開します。 

Ⅰ あらゆる分野での男女共同参画の推進 

 職場や地域などあらゆる分野において、男女が社会の対等な構成員として

参画できることは、男女共同参画社会の形成にとって不可欠なことです。特

に、女性が政策や方針決定過程、団体の意思形成の過程に関わることは、社

会の構成員の意思を適切に反映する意味でも重要です。 

 全国の女性雇用者数は全雇用者の約4割※を占めているものの、非正規雇用

比率は56.7％を占めています。寒川町の審議会における女性委員の比率は平

成27年4月1日現在18.2％であり、女性の参画についてまだ十分とは言えませ

ん。 

 また、自治会などの住民活動という視点で見ても、女性の参加そのものは

多いもののリーダー的立場での参画となると、まだ少ないのが現実です｡ 

 そこで、事業所等をはじめ様々な場面に女性が登用されるよう促進すると

ともに、女性が様々な分野で活躍するための支援として意識啓発や学習機会

の充実を図ります。 

Ⅱ 男女の人権の尊重と異性に対する暴力の根絶 

 男女共同参画社会の形成は、性別にかかわらず一人ひとりの人権が尊重さ

れ、個人が自由な意思のもと、各分野で能力が発揮できるようにすることが

求められます。あらゆる暴力は人権侵害であり、決して許されるものではあ

りません。異性からの暴力を未然に防ぎ、暴力の根絶をめざします。 

 また、男女がお互いに理解し、健康に過ごせる社会の形成にあたり､男女

の人権尊重の意識啓発と相談事業､情報提供の充実を図ります｡ 

Ⅲ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス※）推進のための環境づくり 

 男女共同参画社会の形成によって、誰もが仕事と家庭生活、地域生活、個

人の自己啓発や趣味など様々な活動について、自ら希望するバランスで調和

のとれた生活ができることを目指します。 

 男女がお互いに、その価値観やライフスタイルに応じた多様な働き方がで

きるような労働環境や仕事と家庭・地域活動との両立が可能な環境の整備を

図る必要があります。 

 男女平等雇用の意識啓発や労働相談に関する情報の提供、保育環境の充実

や家事・育児・介護などへの男性の参加の促進などを図ります。 

※ ワークライフ・バランス：仕事と生活の調和。老若男女誰もが仕事、家庭生活、 

  地域生活、個人の自己啓発・趣味など様々な活動について、自ら希望するバラン 

  スで展開でき、多様な生き方が選択・実現できるようになること。 

※雇用者数及び雇用者総数に占める女性の割合 平成2６年43.５％（総務省「労

働力調査」） 
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Ⅳ 男女共同参画社会促進のための意識づくり 

 男女共同参画社会の形成を実現するためには、職場や地域、家庭や学校と

いったそれぞれの場で、町民一人ひとりが、性別による固定的な役割分担意

識を見直していくことが必要です。 

 そこで、職場や地域において男女平等意識や男女共同参画についての理解

を深めるための研修や講演会などを実施することにより、生涯を通じて学習

機会を提供し、町民への意識啓発を図ります。 

 また、家庭において男女共同参画意識の醸成を図るとともに、学校におい

ても男女平等教育の推進と、学校教育関係者への意識啓発や研修の充実を図

ります。 

  スで展開でき、多様な生き方が選択・実現できるようになること。 
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（基本的な考え方） （基本目標） （施策の基本的方向） （事業名及び内容）

　　

(社会参画）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

(人権）

(仕事と生活の調和）

　　　

(意識啓発）

(2)家庭における意識啓発１さまざまな場における意識づくりの推進Ⅳ　男女共同参画社会促進のための意識づくり

(1)女性の人材育成の充実

2 女性の活躍のための支援

2 仕事と家庭・地域活動との両立の支援

（２）女性の社会参画に関する情報提供

３生涯を通じた心身の健康づくりの充実

（１）男女平等な雇用の促進

（２）女性の就業・雇用環境改善のための支援の充実

(3)　育児・介護に関する制度の周知と普及の促進
　

(2)男性の家事・育児・介護などへの参加の促進

㊶中学生人権作文コンテストの実施

㉖児童クラブ運営事業

㉗ひとり親家庭等医療費助成事業

㉘父親・母親教室の開催

㉙母子訪問指導事業

㉚介護教室の開催

㊱父親・母親教室の開催（再掲）

㊲家庭教育講座等開催事業

㊵教職員の資質向上事業

㊳公民館講座（家庭教育講座）の開催

Ⅰあらゆる分野での男女共同参画の推進

2 人権尊重のための対策Ⅱ男女の人権の尊重と異性に対する暴力の根絶

㉜ファミリーサポートセンター事業

㉝生涯学習に関する情報提供

(1)人権侵害に関する支援 ⑬各種相談の実施や人権に関する情報提供

⑪町役場における各種ハラスメント防止体制の充実

⑭健康増進事業

(3)住民活動などにおける女性の参画の促進

㉟人権教育推進事業

㉞男女共同参画に関する講座の開催

⑲勤労者実態調査の実施(再掲）

⑳労働相談に関する情報提供

㉓ワーク・ライフ・バランスに関する企業への啓発

㉔保育環境充実事業

㉒育児休業取得の促進

（基本理念）

1 異性に対する暴力防止の対策

1 政策や方針決定過程などへの女性の参画の促進

（施策の内容）

(1)配偶者などからの暴力防止に関する意識啓発と被害者への支援

(2)町審議会などへの女性委員の登用

①管理職への女性登用の推進

②勤労者実態調査の実施

③女性委員登用の推進

(1)男女の心とからだの健康づくりへの支援

Ⅲ　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）推進のための環境づくり

（２）性に関する正しい知識と普及啓発

(1)子育て・ひとり親家庭への支援

(3)地域活動への参加の促進

⑤女性の活躍のための講座の開催（再掲）

⑥就労支援講座の開催

④女性の活躍のための講座の開催

⑦男女共同参画に関する講座の情報提供

⑧求人に関する情報提供

⑨暴力防止に関する意識啓発

⑯公民館講座（健康づくり講座）の開催

⑩ＤＶ等に関する相談や関係機関との連携

⑰健康教育事業

⑱「生きる力」の育成事業

㉑労働講座の開催

㉛公民館講座(男性向け講座）の開催

㉕子育て支援相談事業

⑮健康普及事業

⑫各種ハラスメント防止に関する啓発や各種相談窓口の情報提供

(3)学校等における意識啓発

(1)職場や地域における意識啓発

㊴図書資料の充実

(1)事業所等への女性登用の促進

1 就業環境における男女共同参画の促進

(2）各種ハラスメント防止対策の推進



 

 

 

 

 

 

 

第３章 

 

施策の展開 
 

 

 



基本目標Ⅰ あらゆる分野での男女共同参画の推進

基本目標

 職場や地域などあらゆる分野において、男女が社会の対等な構成員として

参画できることは、男女共同参画社会の形成にとって不可欠なことです。特

に、女性が政策や方針決定過程、団体の意思形成の過程に関わることは、社

会の構成員の意思を適切に反映する意味でも重要です。 

 全国の女性雇用者数は、全雇用者数の約4割を占めているものの非正規雇用

比率は56.7％を占めています（グラフ①参照）。寒川町の審議会における女性

委員の比率は平成27年4月1日現在18.2％であり、女性の参画についてまだ十

分とは言えません。 

 また、自治会などの住民活動という視点で見ても、女性の参加そのものは

多いもののリーダー的立場での参画となると、まだ少ないのが現実です｡ 

 そこで、事業所等をはじめ様々な場面に女性が登用されるよう促進すると

ともに、女性が様々な分野で活躍するための支援として意識啓発や学習機会

の充実を図ります。 

Ⅰ あらゆる分野での男女共同参画の推進 

グラフ①非正規雇用率の推移（男女別、年齢階級別）  

男女共同参画社会の実現を目指して 平成２７年版データ（内閣府） 
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基本目標Ⅰ あらゆる分野での男女共同参画の推進

施策の基本的方向

 町も含めて、事業所等における女性従業員の割合や管理職に占める女性の

割合は、依然として低い水準にあります（グラフ②参照）。 

 また、町の審議会等への女性の参画についても、委員構成における男女比

に配慮するよう努めているものの、まだ十分な状況とは言えません（グラフ③

参照）。 

 自治会をはじめとする様々な住民活動の状況を見ても、女性リーダーの存

在については、まだ少ないというのが現実です。 

 こうした状況を踏まえ、職場や地域において女性が積極的に参画し、社会

の構成員としての意思を適切に反映できるように、男女共同参画に対する理

解を促進し、協力を求めていくとともに、町の様々な政策や民間団体の方針

決定過程における女性の参画機会の拡充を促進し、人材育成に取り組みます。 

１ 政策や方針決定過程などへの女性の参画の促進 

グラフ②寒川町事業所の管理職人数構成  

グラフ③寒川町審議会における女性委員比率 

内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」より作成 

平成26年度寒川町勤労者実態調査報告書 

100.0% 

93.4% 

96.8% 

100.0% 

88.9% 

100.0% 

69.7% 

92.0% 

90.0% 

6.6% 

3.2% 

10.0% 

11.1% 

30.3% 

8.0% 
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基本目標Ⅰ あらゆる分野での男女共同参画の推進

　（１）事業所等への女性登用の促進

　（２）町審議会などへの女性委員の登用

　（３）住民活動などにおける女性の参画の促進

施策の基本的方向

　（１）女性の人材育成の充実

　（２）女性の社会参画に関する情報提供

施策の内容 

 町内の各事業所等に対して男女の雇用機会均等の啓発を行い、女

性の雇用を促進するとともに、管理職への積極的な女性登用を促進

します。 

 それぞれの審議会等に男女が均衡のとれた構成比で議論し、意見

が反映できるようポジティブ・アクション（積極的改善措置）※を

推進します。 
※ ポジティブ・アクション（積極的改善措置）：男女が社会の構成員と 

 して、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する 

 機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、男女の 

 いずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいい、男女共 

 同参画社会基本法第2条第2号において規定されている。 

 住民活動への女性の参画をより一層促進することにより、将来

リーダーになるべき人材の育成に取り組みます。 

２ 女性の活躍のための支援 

 職場や地域において女性が積極的にリーダーとして活躍するためには、所

属する組織が積極的な女性登用を推進する一方で、女性自身の意識啓発や能

力開発が必要です。 

 そこで、就業や住民活動について積極的に取り組む女性のために、講座等

による意識啓発や能力開発、様々な情報提供による就職・再就職の支援を行

います。 

 女性がその個性と能力を発揮して、これまで女性の参画が少な

かった分野や管理職への登用など政策や方針の決定過程への参画を

目指すための意識啓発や、ライフステージに応じた活躍ができるよ

うキャリアアップに必要な能力開発の機会充実を図ります。 

 資格取得やスキルアップのための講座情報や就職・再就職など採

用に関する情報を提供します。 

内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」より作成 

施策の内容 
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基本目標Ⅱ 男女の人権の尊重と異性に対する暴力の根絶

基本目標

施策の基本的方向

　（１）配偶者などからの暴力防止に関する意識啓発と被害者への支援

 男女共同参画社会の形成は、性別にかかわらず一人ひとりの人権が尊重さ

れ、個人が自由な意思のもと、各分野で能力が発揮できるようにすることが

求められます。あらゆる暴力は人権侵害であり、決して許されるものではあ

りません。異性からの暴力を未然に防ぎ、暴力の根絶をめざします。 

 また、男女がお互いに理解し、健康に過ごせる社会の形成にあたり､男女

の人権尊重の意識啓発と相談事業､情報提供の充実を図ります。 

Ⅱ 男女の人権の尊重と異性に対する暴力の根絶 

１ 異性に対する暴力防止の対策 

 暴力は、いかなる理由であろうと重大な人権侵害であり、決して許される

ものではないという認識を徹底するため、普及啓発をさらに推進する必要が

あります。配偶者などからの暴力（ドメスティック・バイオレンス、以下

「ＤＶ」と言う。）や性的な嫌がらせ（セクシュアル・ハラスメント、以下

「セクハラ」と言う。）は、残念ながら身近なところで実際におきています

(グラフ④参照)｡ 

 昨今では、恋人同士の間における暴力（以下「デートＤＶ」と言う。）も

顕在化しており、社会的問題になりつつあります。 

 ＤＶについて国では、平成13年に配偶者暴力防止法を制定し、その後実態

に対応する形で法改正するなど、被害者の支援について法整備を行っていま

す。 

 町でも、ＤＶやセクハラについて、被害防止のための町民への意識啓発を

積極的に行うとともに、被害者のための支援体制の充実を図る必要がありま

す。 

 そこで、ＤＶに関する情報提供やセクハラ防止の研修会等の開催により、

町民や事業所等への意識啓発を行うとともに、関係機関などと連携して、Ｄ

Ｖ相談や緊急一時保護事業による被害者への支援を推進するなど、ＤＶやセ

クハラの防止対策を推進します。 

施策の内容 

 配偶者等からの暴力、交際相手からの暴力防止に向けた啓発を促

進するため、ＤＶに関する様々な情報を発信し、町民がＤＶの被害

者にも加害者にもならないよう意識啓発を図ります。 

 また、被害者が最初に接する相談窓口として、関係機関との連携

により被害者の保護を行い一人ひとりの状況に応じた支援の充実を

図ります。 
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基本目標Ⅱ 男女の人権の尊重と異性に対する暴力の根絶

　（２）各種ハラスメント防止対策の推進

施策の基本的方向

　（１）人権侵害に関する支援

グラフ④配偶者からの暴力 

図ります。 

 広報紙などで各種ハラスメント防止のための情報を発信し、町民

への意識啓発を図るとともに、学校や職場などにおいて各種ハラス

メントに悩んでいる人に対し人権相談や関係機関での相談窓口につ

いての情報を提供します。 

２ 人権尊重のための対策 

 人権問題は、性別や職種、年齢、国籍などにかかわらず様々な場面でおこ

りうることです。権力や地位を利用した嫌がらせ（パワーハラスメント、以

下「パワハラ」と言う。）や人種差別、子どもや高齢者など社会的弱者への

虐待、性的指向と性同一性を理由とする差別といった様々な人権侵害への対

応と防止対策が求められています（グラフ⑤参照）。 

施策の内容 

 各種の相談業務の実施や関係機関との連携を図るとともに、広報

紙やホームページ、町施設を通じて人権侵害の防止についての情報

提供により、町民の意識啓発を行います。 

男女共同参画社会の実現を目指して 平成２７年版データ（内閣府） 
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基本目標Ⅱ 男女の人権の尊重と異性に対する暴力の根絶

施策の基本的方向

　（１）男女の心とからだの健康づくりへの支援

　（２）性に関する正しい知識と普及啓発

グラフ⑤職場・地域・学校・家庭などでのハラスメント等 

３ 生涯を通じた心身の健康づくりの充実 

 心身ともに健康で自立した生活を送ることは、男女を問わず様々な分野に

おいて、個人がその持てる能力を発揮し活躍するための大前提です。 

 そして、一人ひとりの人権が尊重され、十分にその能力が発揮されるため

には、男女がお互いのからだの違いについて十分理解し、互いに尊重するこ

とが大切です。  

施策の内容 

 心身の健康保持や増進のために、町民の健康づくりを支援します。 

 すべての人が性を尊重し、生涯を通じた心身の健康の保持増進を

図り、発達段階に応じた適切な性教育や性に関する情報提供の充実

を図ります。 

寒川町「男女共同参画社会に関するアンケート（平成２７年５月）集計結果」より 
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基本目標Ⅲ 仕事と生活の調和推進のための環境づくり

基本目標

Ⅲ 仕事と生活の調和（ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽ）推進のための環境づくり 

 男女共同参画社会の形成によって、誰もが仕事と家庭生活、地域生活、個

人の自己啓発や趣味など様々な活動について、自ら希望するバランスで調和

のとれた生活ができることを目指します。 

 男女お互いに、その価値観やライフスタイルに応じた多様な働き方ができ

るような労働環境や仕事と家庭・地域活動との両立が可能な環境の整備を図

る必要があります（グラフ⑦参照）。 

 男女平等雇用の意識啓発や労働相談に関する情報の提供、保育環境の充実

や家事・育児・介護などへの男性の参加の促進などを図ります。 

グラフ⑦｢仕事｣､｢家庭生活｣､｢地域・個人の生活｣の関わり方 の理想と現実について 

⑥⑦寒川町「男女共同参画社会に関するアンケート（平成２７年５月）集計結果」より 

グラフ⑥「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」について 
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基本目標Ⅲ 仕事と生活の調和推進のための環境づくり

施策の基本的方向

１ 就業環境における男女共同参画の促進 

 男女共同参画社会の形成にとって、男女雇用機会均等法や労働基準法など

の関係法令に基づいて、事業所等における労働環境が整備されることは、と

ても重要です。 

 例えば、男性の育児や介護の休業取得が進まない要因の１つとして、男女

間の賃金格差がなかなか解消されないことも挙げられています（グラフ⑧参

照）。 

 また、寒川町「男女共同参画社会に関するアンケート（平成27年5月）」

では「女性が働き続けるために必要なこと」の設問に対し「男女が協力して

育児・介護等を担うという意識」が必要と回答したのが男性63.2％、女性

84.5％という結果から、男女間の意識の差に開きがあることがわかりました

（グラフ⑨参照）。 

 こうしたことから、法令に基づく男女平等な雇用など雇用環境整備の意識

啓発を図るとともに､労働時間の見直しなど雇用環境改善のための様々な講

座や相談業務について、情報提供を行い、就業する側、雇用する側がお互い

に理解を深め就業環境の改善を図っていきます｡ 

厚生労働省賃金構造基本統計調査結果による 平成２５年神奈川の賃金状況より 

グラフ⑧男女別平均賃金（賃金総額）の推移と男女間格差 
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基本目標Ⅲ 仕事と生活の調和推進のための環境づくり

　（１）男女平等な雇用の促進

　（２）女性の就業・雇用環境改善のための支援の充実

　（３）育児・介護に関する制度の周知と普及の促進

施策の内容 

 主として事業所等を対象に、男女雇用機会均等法などの周知を行

い、意識啓発を図ります。 

 正規雇用、非正規雇用の賃金格差や労働条件改善に向けた様々な

講座や相談、就職に向けた面接会などの情報提供を行います。また､

関係機関と連携しながら就職面接会や相談会を開催します。 

 事業所等や労働者に対して、育児や介護のための休業制度や関連

する様々な制度等について周知し、制度の普及を促進し生活環境の

整備を進めます。 

寒川町「男女共同参画社会に関するアンケート（平成２７年５月）集計結果」より 

グラフ⑨女性が働き続けるために必要なこと 
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基本目標Ⅲ 仕事と生活の調和推進のための環境づくり

施策の基本的方向

２ 仕事と家庭・地域活動との両立の支援 

 夫婦共働き世帯の増加に伴い、保育園や児童クラブなど子育て環境を支援

する事業について、さらなる充実が求められています。（グラフ⑩参照）。 

 家事や育児、介護などの家庭生活においては、性別による固定的な役割分

担意識が根強いことや職場等での育児・介護休業への理解などの問題から、

まだまだ女性にその役割が偏っているのが現状です。 

 男女がともに仕事と生活の調和のとれた日常を送るためには、育児や介護

などを男女が協力して担うことが重要です。個人の事情や希望、人生の段階

に応じて、自ら希望するバランスで仕事と生活が両立できるよう支援します。 

 また、清掃や防災などの地域活動については、全国的に男女とも参加状況

は低いものの、社会への貢献意識は高いものがあるので、町においても地域

活動に関する情報提供を行い、地域活動への参加を支援します（グラフ⑪参

照）｡ 

グラフ⑩今後、寒川町の男女共同参画社会の実現のために、力を入れるべきこと 

寒川町「男女共同参画社会に関するアンケート（平成２７年５月）集計結果」より 
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基本目標Ⅲ 仕事と生活の調和推進のための環境づくり

　（１）子育て・ひとり親家庭への支援

　（２）男性の家事・育児・介護などへの参加の促進

　（３）地域活動への参加の促進

グラフ⑪社会への貢献意識の推移 

内閣府「社会意識に関する世論調査」より 

施策の内容 

 男女の多様な働き方を支援するため、子育て環境の充実を図ると

ともに、子育てに関する相談や情報提供を行います。 

 また、母子家庭や父子家庭の自立に向けた支援に取り組みます。 

 各種講座の開催や情報提供により、男性が固定的性別役割意識の

解消を図り、家事や育児、介護に参加しやすくなるよう意識啓発を

図ります。 

 広報紙やホームページなどで地域活動に関する情報提供を行い、

男女の地域活動への参加を支援します。 

質問内容：日頃、社会の一員として、何か社会のために役立ちたいと思っている 

     か、それとも、あまりそのようなことは考えていないか。 
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基本目標Ⅳ 男女共同参画社会促進のための意識づくり

基本目標

施策の基本的方向

 男女共同参画社会の形成を実現するためには、職場や地域、家庭や学校と

いったそれぞれの場で、町民一人ひとりが、性別による固定的な役割分担意

識を見直していくことが必要です。 

 そこで、職場や地域において男女平等意識や男女共同参画についての理解

を深めるための研修や講演会などを実施することにより、生涯を通じて学習

機会を提供し、町民への意識啓発を図ります。 

 また、家庭において男女共同参画意識の醸成を図るとともに、学校におい

ても男女平等教育推進と学校教育関係者への意識啓発や研修の充実を図りま

す。 

Ⅳ 男女共同参画社会促進のための意識づくり 

１ さまざまな場における意識づくりの推進 

 職場における男女平等意識についてはまだまだ低いという認識が強く、改

善が望まれています（グラフ⑫参照）。事業所等において労働環境が整備され

ることと同様に､そこで働く人達の意識が高まることがとても重要です。地

域活動についても、性別にとらわれず男女が積極的に活動に参加することが

重要で、そのための意識啓発を図ります。 

 また、将来を担う子ども達が、家庭生活を通して男女平等の意識を持つこ

とはとても大切です。そのためには、まず保護者の男女共同参画に対する意

識を高めるため、講座を開催し、各種情報提供をします。 

 学校においても、子ども達に対する男女平等についての教育とともに、学

校教育関係者への意識啓発が重要であり、そのために必要な学習や研修を開

催します（グラフ⑬参照）。 

18



基本目標Ⅳ 男女共同参画社会促進のための意識づくり

 

グラフ⑬男女共同参画社会を実現するために学校や社会教育の場等で必要な取組につ 

    いて 

⑫⑬寒川町「男女共同参画社会に関するアンケート（平成２７年５月）集計結果」より 

グラフ⑫次の場面で男女が平等になっていると思いますか。 
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基本目標Ⅳ 男女共同参画社会促進のための意識づくり

　（１）職場や地域における意識啓発

　（２）家庭における意識啓発

　（３）学校等における意識啓発

 男女共同参画に関連する講演会などを開催し、意識啓発を図りま

す。 

施策の内容 

 家庭において男女共同参画意識の向上を図るとともに、生活に密

着した講座の開催や、図書資料を収集し情報提供します。 

 児童・生徒向けに人権尊重を基礎とした男女平等教育を推進する

とともに、学校教育関係者向けに各種の研修会を実施します。 
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具体的な取組み（実施計画）

具体的な取組み（実施計画）

 第３章「施策の展開」で示した以下の内容に基づき、各担当課等において

具体的に取り組む実施計画です。 

Ⅰ あらゆる分野での男女共同参画の推進 ・・・・・・・・・22ページ 

  １ 政策や方針決定過程などへの女性の参画の促進 

    ⑴ 事業所等への女性登用の促進 

    ⑵ 町審議会などへの女性委員の登用 

    ⑶ 住民活動などにおける女性の参画の促進 

  ２ 女性の活躍のための支援 

    ⑴ 女性の人材育成の充実 

    ⑵ 女性の社会参画に関する情報提供 

Ⅱ 男女の人権の尊重と異性に対する暴力の根絶・・・・・・・２6ページ 

  １ 異性に対する暴力防止の対策 

    ⑴ 配偶者などからの暴力防止に関する意識啓発と被害者への支援 

    ⑵ 各種ハラスメント防止対策の推進 

  ２ 人権尊重のための対策 

    ⑴ 人権侵害に関する支援 

  ３ 生涯を通じた心身の健康づくりの充実 

    ⑴ 男女の心とからだの健康づくりへの支援 

    ⑵ 性に関する正しい知識と普及啓発 

Ⅲ 仕事と生活の調和(ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽ)推進のための環境づくり・・３0ページ 

  １ 就業環境における男女共同参画の促進 

    ⑴ 男女平等な雇用の促進 

    ⑵ 女性の就業・雇用環境改善のための支援の充実 

    ⑶ 育児・介護に関する制度の周知と普及の促進 

  ２ 仕事と家庭・地域活動との両立の支援 

    ⑴ 子育て・ひとり親家庭への支援  

    ⑵ 男性の家事・育児・介護などへの参加の促進 

    ⑶ 地域活動への参加の促進 

Ⅳ 男女共同参画社会促進のための意識づくり ・・・・・・・36ページ 

  １ さまざまな場における意識づくりの推進 

    ⑴ 職場や地域における意識啓発 

    ⑵ 家庭における意識啓発 

    ⑶ 学校等における意識啓発 
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具体的な取組み（実施計画）

基本目標

施策の基本的方向

　（１）事業所等への女性登用の促進

２８年度 ２９年度
0 0
18 18

２８年度 ２９年度
- 33
- 50

事業所としての町の取組みとして、能力や意欲のある女性の管理職への登用を
推進します。

予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：％）

管理職の職員数における女性の割合

事業名及び内容

　　事業費及び指標

産業振興課

調査票の回収率

担当課等

総務課

②勤労者実態調査の実施

担当課等

①管理職への女性登用の推進

事業名及び内容

町内事業所に勤務する労働者の実態を明らかにし、労働行政の基礎資料とする
ことを目的に３年毎に実施します。その結果を事業所に知らせることにより、
女性登用の向上を図ります。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：％）

Ⅰ あらゆる分野での男女共同参画の推進 

１ 政策や方針決定過程などへの女性の参画の促進 

 町内の各事業所等に対して男女の雇用機会均等の啓発を行い、女

性の雇用を促進するとともに、管理職への積極的な女性登用を促進

します。 

施策の内容 

22



具体的な取組み（実施計画）

　（２）町審議会などへの女性委員の登用

２８年度 ２９年度
0 0
22 24

　（３）住民活動などにおける女性の参画の促進

２８年度 ２９年度
20 20
30 30指標 ・目標数値（単位：人）

講座の参加人数

担当課等 協働文化推進課

事業名及び内容 ④女性の活躍のための講座の開催

女性の活躍促進のための講座を開催し、女性リーダーの育成や住民活動等への
参画を促進します。また、町以外で開催される講座等について情報提供しま
す。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：％）

町審議会の女性委員登用率

担当課等 協働文化推進課

事業名及び内容 ③女性委員登用の推進

町審議会などの職指定委員の見直しを図り、女性委員の登用をより一層推進し
ます。

　　事業費及び指標

 それぞれの審議会等に男女が均衡のとれた構成比で議論し、意見

が反映できるようポジティブ・アクション（積極的改善措置）を推

進します。 

施策の内容 

 住民活動への女性の参画をより一層促進することにより、将来

リーダーとなるべき人材育成に取り組みます。 

施策の内容 

23



具体的な取組み（実施計画）

施策の基本的方向

　（１）女性の人材育成の充実

２８年度 ２９年度
20 20
30 30

２８年度 ２９年度
0 0
3 3

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：講座）

開催講座数

担当課等 産業振興課

担当課等 協働文化推進課

事業名及び内容 ⑥就労支援講座の開催

若者サポートステーション※と共催し、若者の就労支援のための講座を開催し
ます。

女性の活躍促進のための講座を開催し、女性リーダーの育成や住民活動等への
参画を促進します。また、町以外で開催される講座等について情報提供しま
す。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：人）

講座の参加人数

事業名及び内容 ⑤女性の活躍のための講座の開催(再掲）

２ 女性の活躍のための支援 

施策の内容 

 女性がその個性と能力を発揮して、これまで女性の参画が少な

かった分野や管理職への登用など政策や方針の決定過程への参画を

目指すための意識啓発や、ライフステージに応じた活躍ができるよ

う、キャリアアップに必要な能力開発の機会充実を図ります。 

施策の内容 

※若者サポートステーション   

  働く事に悩みを抱えている１５歳～３９歳までの若者に対し、キャリ

ア・コンサルタントなどによる専門的な相談、コミュニケーション訓練など

によるステップアップ、協力企業への職場体験などにより、就労に向けた支

援を行っている。 
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具体的な取組み（実施計画）

　（２）女性の社会参画に関する情報提供

２８年度 ２９年度
0 0
4 4

２８年度 ２９年度
34 34
30 30

担当課等 産業振興課

役場ロビーに設置した端末機でのハローワークの求人検索のための検索マニュ
アルチラシを設置、湘南合同面接会での求人情報を提供します。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：社）

湘南合同就職面接会で求人情報を提供できた企業数

指標 ・目標数値（単位：回）

広報紙、ホームページ等での情報提供回数

担当課等 協働文化推進課

事業名及び内容 ⑧求人に関する情報提供

事業名及び内容 ⑦男女共同参画に関する講座の情報提供

町内外で開催される、資格取得やスキルアップのための講座について情報提供
します。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

施策の内容 

 資格取得やスキルアップのための講座情報や就職・再就職など採

用に関する情報を提供します。 
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具体的な取組み（実施計画）

基本目標

施策の基本的方向

　（１）配偶者などからの暴力防止に関する意識啓発と被害者への支援

２８年度 ２９年度
0 0
2 2

２８年度 ２９年度
65 65
12 12

担当課等 町民窓口課

広報紙等を通じてＤＶ等に関する情報発信を行い、暴力防止に関する意識啓発
を行います。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

関係機関と連携しながらＤＶ等に関する相談を受けるとともに、緊急一時保護
事業に関する協定に基づき、ＤＶ被害者の緊急一時保護に向けた支援を行いま
す。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：回）

関係機関との情報交換の回数

指標 ・目標数値（単位：回）

広報紙、ホームページでの啓発回数

担当課等 町民窓口課

事業名及び内容 ⑩ＤＶ等に関する相談や関係機関との連携

事業名及び内容 ⑨暴力防止に関する意識啓発

Ⅱ 男女の人権の尊重と異性に対する暴力の根絶 

１ 異性に対する暴力防止の対策 

施策の内容 

 配偶者などからの暴力、交際相手からの暴力防止に向けた啓発を

促進するため、ＤＶに関する様々な情報を発信し、町民がＤＶの被

害者にも加害者にもならないよう意識啓発を図ります。 

 また、被害者が最初に接する相談窓口として、関係機関との連携

により被害者の保護を行い一人ひとりの状況に応じた支援の充実を

図ります。 

施策の内容 
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具体的な取組み（実施計画）

　（２）各種ハラスメント防止対策の推進

２８年度 ２９年度
0 0
0 0

２８年度 ２９年度
0 0
2 2

施策の基本的方向

　（１）人権侵害に関する支援

指標 ・目標数値（単位：回）

広報紙、ホームページでの啓発回数

担当課等 町民窓口課

事業名及び内容 ⑫各種ハラスメント防止に関する啓発や各種相談窓口の情報提供

広報紙などを活用し、各種ハラスメント防止に関する啓発や関係機関における
各種相談窓口の情報提供を行います。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：件）

相談と処分の件数

担当課等 総務課

事業名及び内容 ⑪町役場における各種ハラスメント防止体制の充実

町職員間における各種ハラスメントの根絶に向けて、相談しやすい職場の雰囲
気づくりや周知を行い、相談体制の充実を図ります。

施策の内容 

 広報紙などで各種ハラスメント防止のための情報を発信し、町民

への意識啓発を図るとともに、学校や職場などにおいて各種ハラス

メントに悩んでいる人に対し、人権相談や関係機関での相談窓口に

ついての情報を提供します。 

２ 人権尊重のための対策 

施策の内容 

 各種の相談業務の実施や関係機関との連携を図るとともに、広報

紙やホームページ、町施設を通じて人権侵害の防止についての情報

提供により、町民の意識啓発を行います。 
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具体的な取組み（実施計画）

２８年度 ２９年度
0 0
4 4

施策の基本的方向

　（１）男女の心とからだの健康づくりへの支援

２8年度 ２9年度
81,017 81,380

4 4

２８年度 ２９年度
664 328
65 67指標 ・目標数値（単位：回）

健康づくりや食育をテーマとする講座の年間回数

担当課等 健康・スポーツ課

事業名及び内容 ⑮健康普及事業

地域の実情や町民のライフステージに合わせた健康づくりを支援するため、町
民が自主的に健康づくりや食育に取り組むための機会の場を提供し町民一人ひ
とりの「自分の健康は自分で守る」という意識の促進を図ります。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：回）

成人健診（パパママ健診）の実施回数

担当課等 健康・スポーツ課

担当課等 町民窓口課

事業名及び内容 ⑭健康増進事業

生活習慣病予防や健康維持・増進のための健診を実施し、町民の健康づくりを
支援します。

人権相談など各種相談を実施し、関係機関との連携を図ります。また、人権に
関する様々な情報提供を行うとともに、街頭での啓発活動などを通じて町民へ
の意識啓発を行います。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：回）

街頭での人権啓発活動回数

事業名及び内容 ⑬各種相談の実施や人権に関する情報提供

３ 生涯を通じた心身の健康づくりの充実 

施策の内容 

心身の健康保持や増進のために、町民の健康づくりを支援します｡  
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具体的な取組み（実施計画）

２８年度 ２９年度
1,579 1,589

4 4

　（２）性に関する正しい知識と普及啓発

２８年度 ２９年度
0 0
1 1

２８年度 ２９年度
0 0
10 10指標 ・目標数値（単位：時間）

性教育実施時間数

担当課等 学校教育課

事業名及び内容 ⑱「生きる力」の育成事業

教科や道徳の時間、総合的な学習の時間等を通して、性教育を推進します。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：回）

講座の開催回数

担当課等 公民館

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：回）

小冊子の配布回数

担当課等 健康・スポーツ課

事業名及び内容 ⑰健康教育事業

新成人等へのパンフレットの配布による健康教育を実施します。

事業名及び内容 ⑯公民館講座（健康づくり講座）の開催

公民館講座を通じて健康に対する意識付けを図るなど、町民の健康づくりを支
援します。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

施策の内容 

 すべての人がお互いの性を尊重し、生涯を通じた健康の保持増進

を図り、発達段階に応じた適切な性教育や性に関する情報提供の充

実を図ります。 
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具体的な取組み（実施計画）

基本目標

施策の基本的方向

　（１）男女平等な雇用の促進

２８年度 ２９年度
- 33
- 50

　（２）女性の就業・雇用環境改善のための支援の充実

２８年度 ２９年度
0 0
3 3

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：回）

広報紙、ホームページ等での情報提供回数

担当課等 産業振興課

担当課等 産業振興課

事業名及び内容 ⑳労働相談に関する情報提供
広報紙やホームページ等で労働相談窓口などの情報提供を行うとともに、相談内容に応
じて関係機関を紹介するなど、労働相談に関する情報提供を行います。ハローワーク藤
沢管内の３市１町で実施する湘南就職面接会時において、労働者向けに労働に関する相
談会を実施します。　＊雇用情勢により実施しない場合もあります。

町内事業所に勤務する労働者の実態を明らかにし、労働行政の基礎資料とする
ことを目的に３年毎に実施します。その結果を事業所に知らせることにより、
男女平等雇用の意識を喚起します。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：％）

調査票の回収率

事業名及び内容 ⑲勤労者実態調査の実施（再掲）

Ⅲ 仕事と生活の調和（ﾜｰｸ・ﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽ）推進のための環境づくり 

１ 就業環境における男女共同参画の促進 

施策の内容 

 主として事業所等を対象に、男女雇用機会均等法などの周知を行

い、意識啓発を図ります。 

施策の内容 

 正規雇用、非正規雇用の賃金格差や労働条件改善に向けた様々な

講座や相談、就職に向けた面接会などの情報提供を行います。また､

関係機関と連携しながら就職面接会や相談会を開催します。 
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具体的な取組み（実施計画）

２８年度 ２９年度
0 0
1 1

　（３）育児・介護に関する制度の周知と普及の促進

２８年度 ２９年度
0 0

100 100

２８年度 ２９年度
0 0
3 3指標 ・目標数値（単位：回）

企業への啓発回数

担当課等 産業振興課

事業名及び内容 ㉓ワーク・ライフ・バランスに関する企業への啓発

国や県からのチラシやパンフレットを町内事業所に対し配布し、制度の周知や
普及の促進を図ります。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：回）

開催回数

事業名及び内容 ㉑労働講座の開催

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：％）

男性職員の育児休業取得率

担当課等 総務課

担当課等 産業振興課

事業名及び内容 ㉒育児休業取得の促進

町職員が男女ともに育児休業を取得しやすい環境を整備し、子育ての支援を図
ります。

労政問題懇話会及び県との共催により、労働環境に関する講座を開催します。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

施策の内容 

 事業所等や労働者に対して、育児や介護のための休業制度や関連

する様々な制度等について周知し、制度の普及を促進し生活環境の

整備を進めます。 
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具体的な取組み（実施計画）

施策の基本的方向

　（１）子育て・ひとり親家庭への支援

２８年度 ２９年度
802,332 802,332

100 100

　　

２８年度 ２９年度
3,907 3,907
100 100

２８年度 ２９年度
33,022 35,777
200 220

担当課等 子ども青少年課

子育て全般についての相談指導と育児情報の提供を行います。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

保護者が労働等により放課後昼間家庭にいない児童に、放課後の適切な遊びや
生活の場を与え、児童の健全な育成を推進します。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：人）

入所児童数

指標 ・目標数値（単位：％）

相談への対応率

担当課等 子ども青少年課

事業名及び内容 ㉖児童クラブ運営事業

担当課等 子ども青少年課

認可保育所や認可外保育施設、私立幼稚園に給付費や補助金を支出することに
より、保育所の設備及び運営基準の維持、事業の充実や児童の処遇改善、保育
サービスの供給増加等を図ります。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：％）

定員に対する入所率

事業名及び内容 ㉕子育て支援相談事業

事業名及び内容 ㉔保育環境充実事業　

２ 仕事と家庭・地域活動との両立の支援 

施策の内容 

 男女の多様な働き方を支援するため、子育て環境の充実を図ると

ともに、子育てに関する相談や情報提供を行います。 

 また、母子家庭や父子家庭の自立に向けた支援に取り組みます。 
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具体的な取組み（実施計画）

２８年度 ２９年度
29,093 29,105
800 800

　（２）男性の家事・育児・介護などへの参加の促進

２８年度 ２９年度
34 34
100 100

２８年度 ２９年度
854 854

1,000 1,000

担当課等 健康・スポーツ課

乳幼児を育てている家庭を訪問し、育児状況の確認や子どもと養育者の心身の
健康づくりへの助言等と併せて、男性の育児参加への意識啓発を行います。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：件）

母子訪問合計件数

指標 ・目標数値（単位：％）

参加者の満足度

担当課等 健康・スポーツ課

事業名及び内容 ㉙母子訪問指導事業

事業名及び内容 ㉘父親・母親教室の開催

初妊婦とそのパートナーを対象にした、妊娠・出産・育児や家庭づくり等につ
いての講座の開催を通じて、男女が協力して家事や育児を行うことについて意
識啓発を図ります。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：人）

助成対象者数

担当課等 子ども青少年課

事業名及び内容 ㉗ひとり親家庭等医療費助成事業

ひとり親家庭等の人が病院等を受診したときに支払う医療費のうち、保険診療
分の自己負担額を助成します（所得制限有り）。

施策の内容 

 各種講座の開催や情報提供により、男性が固定的性別役割意識の

解消を図り、家事や育児、介護に参加しやすくなるよう意識啓発を

図ります。 
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具体的な取組み（実施計画）

２８年度 ２９年度
160 160
30 30

２８年度 ２９年度
1,579 1,589

1 1

　（３）地域活動への参加の促進

２８年度 ２９年度
11,100 11,100
1,700 1,700

担当課等 子ども青少年課

育児の援助を受けたい人と行う人が会員となって一時預かり等の事業を行うこ
とにより、育児世代の地域活動への参加を支援します。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：件）

活動件数

担当課等 公民館

事業名及び内容 ㉜ファミリーサポートセンター事業

事業名及び内容 ㉛公民館講座（男性向け講座）の開催

公民館講座を通じて、男性の家事・育児・介護への参加に対する意識付けを促
進します。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

介護技術・対応方法を習得するための講習会の開催を通じて、男女がともに介
護を担うことの意識啓発を図ります。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：人）

講座参加者合計数

担当課等 高齢介護課

指標 ・目標数値（単位：回）

講座の開催回数

事業名及び内容 ㉚介護教室の開催

施策の内容 

 広報紙やホームページなどで地域活動に関する情報提供を行い、

男女の地域活動への参加を支援します。 
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具体的な取組み（実施計画）

２８年度 ２９年度
50 50
6 6

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：回）

広報紙、ホームページ、パンフレットでの啓発回数

担当課等 協働文化推進課

事業名及び内容 ㉝生涯学習に関する情報提供

さむかわ町民大学、出前講座、生涯学習人材登録等の学習情報を提供し、地域
活動への参加を支援します。
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具体的な取組み（実施計画）

基本目標

施策の基本的方向

　（１）職場や地域における意識啓発

２８年度 ２９年度
20 20
80 80

２８年度 ２９年度
30 20
1 1

担当課等 教育総務課

人権教育講演会等の講座、講演会を開催して、男女共同参画の意識啓発など社
会教育の機会を提供します。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：回）

講座開催回数

指標 ・目標数値（単位：人）

講座の参加人数

担当課等 協働文化推進課

事業名及び内容 ㉟人権教育推進事業

事業名及び内容 ㉞男女共同参画に関する講座の開催

事業所向けまたは生活に密着した視点から男女共同参画に関する講座を開催
し、職場や地域における男女共同参画への意識啓発を図ります。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

Ⅳ 男女共同参画社会促進のための意識づくり 

１ さまざまな場における意識づくりの推進 

施策の内容 

 男女共同参画に関連する講演会などを開催し、意識啓発を図りま

す。 
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具体的な取組み（実施計画）

　（２）家庭における意識啓発

２８年度 ２９年度
34 34
100 100

２８年度 ２９年度
40 40
1 1

２８年度 ２９年度
1,579 1,589

2 2

担当課等 公民館

公民館講座を通じて、男女共同参画の意識づくりを図ります。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：回）

講座開催回数

事業名及び内容 ㊳公民館講座(家庭教育講座）の開催

指標 ・目標数値（単位：％）

講座開催回数

担当課等 教育総務課

事業名及び内容 ㊲家庭教育講座等開催事業

家庭教育講演会等の講座、講演会を開催して、男女共同参画の意識啓発など社
会教育の機会を提供します。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：％）

参加者の満足度

担当課等 健康・スポーツ課

事業名及び内容 ㊱父親・母親教室の開催(再掲）

初妊婦とそのパートナーを対象にした、妊娠・出産・育児や家庭づくり等につ
いての講座の開催を通じて、男女がお互いを理解し尊重することについて意識
啓発を図ります。

 家庭において男女共同参画意識の向上を図るともに、生活に密着

した講座の開催や、図書資料を収集し情報提供します。 

施策の内容 
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具体的な取組み（実施計画）

２８年度 ２９年度
50 50
1 1

　（３）学校等における意識啓発

２８年度 ２９年度
150 150
240 240

２８年度 ２９年度
0 0

150 150

事業名及び内容 ㊶中学生人権作文コンテストの実施

関係機関と連携して人権作文コンテストを実施し、人権に対する生徒の意識啓
発を図ります。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：人）

作文の応募者数

担当課等 町民窓口課

指標 ・目標数値（単位：人）

研修会等への参加者数

担当課等 学校教育課

事業名及び内容 ㊵教職員の資質向上事業

教職員向け講演会や研修会等を開催し、児童・生徒への人権教育の充実を図り
ます。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

指標 ・目標数値（単位：%）

図書購入費全体における比率

担当課等 寒川総合図書館

事業名及び内容 ㊴図書資料の充実

男女共同参画に向けた、家庭教育関係の資料の充実を図ります。

　　事業費及び指標
予定事業費（単位：千円）

施策の内容 

 児童・生徒向けに人権尊重を基礎とした男女平等教育を推進する

とともに、学校教育関係者向けに各種の研修会を実施します。 
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計画の推進

計画の推進

 この計画の基本理念である「男女共同参画社会の形成」のためには、町は

もとより、町民や事業所、関係団体などさまざまな主体の理解と協力が欠か

せません。計画の推進にあたっては、それぞれの役割に応じた関わりができ

るよう体制を整備し、連携を図りながら取り組みます。 

１ 町民参加による推進 

 この計画を推進するためには、町民が「男女共同参画社会の形成」につい

て自分自身の問題として捉え、計画の推進に主体的に関わることが必要です｡ 

 そのために、さむかわ男女共同参画プラン推進協議会を継続して設置し、

公募の委員や関係団体を代表する委員として、町民が計画の推進に関わる機

会を保障します。 

 また、同推進協議会の会議内容を公表することにより、町民との情報共有

を図ります。 

２ 庁内の推進体制 

 実施計画に位置付けられた事業の推進にあたり、関係各課等との連携・協

力を図るため、さむかわ男女共同参画プラン連絡会を継続して設置します。 

３ 関係各機関との連携 

 「男女共同参画社会の形成」のためには、町内のみならず、国や県、近隣

市町村やその他の関係団体などとの連携がとても重要です。こうした関係各

機関との情報交換を円滑に行うとともに、互いに連携・協力しながら計画の

推進を図ります。 

４ 計画の進行管理 

 計画の進行管理は、実施計画に位置付けられた事業の進捗状況について、

関係各課等からの報告をもとに行います。取りまとめた内容について、さむ

かわ男女共同参画プラン推進協議会に報告し、ご意見をいただきます。 
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基本情報

調査対象者
寒川町在住の満２０才以上の男女１，０００人

抽出方法
無作為抽出（ただし男女同数）

調査方法
郵送による配布、郵送による回収

調査期間
平成２７年４月２０日～５月１３日

回答していただいた調査票
３７０通　　回答率　３７％
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問１　あなたの性別は。

問２　あなたの年齢は。

問３　現在の家族構成は。

(人数） (161) (208)

  回答者の５６．５％が女性であ
り、町人口構成比と比べて女性の
方がやや多く、男女とも６０代、７０
歳以上の回答が多かった。

　男女とも「あなたと配偶者と子ども」の家族
構成が最も多かった。

家族構成
男性 女性

16.8% 10.1%
28.6% 24.0%
30.4% 38.0%
1.2% 1.4%
7.5% 5.8%
9.3% 6.7%
6.2% 13.9%

1_あなたのみ
2_あなたと配偶者
3_あなたと配偶者と子ども

4_あなたと配偶者と親
5_あなたと配偶者と子どもと親

6_あなたと親・あなたと親と兄弟姉妹

7_その他

性別・年代 　
男 女

14 20
16 32
33 32
27 26
35 50
36 49

161 209 43.5% 56.5%

性別・年代 構成比
２０代 9.2%
３０代 13.0%

７０歳以上 23.0%
小計
合計 370 100%

４０代 17.6%
５０代 14.3%
６０代 23.0%
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問４　あなたの就業形態を教えてください。（１つ選択）

（人数） (161) (208)

問５　女性が職業を持つことについてどのようにお考えですか。（１つ選択）

（人数） (160) (206)

　正規の従業員の割合は男性が女性の約３倍。働いて
いる女性の内訳では、パートタイマーが多く次に正規の
従業員が多い。

　男女とも、④「結婚や出産にかかわらず職業を持ち続ける方がよい」が最も多く、特に男性は平成２１年度調
査の３２％から大幅に上昇した。男性の意識も女性の就業を肯定的にとらえる方向に着実に変化している。ま
た、「子どもが大きくなったら再び職業を持つ方がよい」という考えは、パート・常勤を合わせると、「職業を持ち
続けるほうがよい」よりも多く、女性の再就職を支援する考えが多いことがうかがえる。

女性が職業を持つことについて
男性 女性

2.5% 0.5%
1.3% 1.5%
2.5% 3.9%

45.0% 38.8%
20.0% 29.6%
17.5% 19.4%
11.3% 6.3%⑦わからない

①女性は職業を持たない方がよい
②結婚するまで職業を持つ方がよい
③子どもができるまでは職業を持つ方がよい
④結婚や出産にかかわらず職業を持ち続ける方よい
⑤子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び職業(パート)を持つ方がよい

⑥子どもができたら仕事をやめ、大きくなったら再び職業(常勤)を持つ方がよい

就業形態
男性 女性

44.7% 15.4%
8.7% 5.8%
3.7% 19.7%
2.5% 2.9%
3.7% 1.9%
1.2% 0.0%
0.0% 1.4%

25.5% 46.6%
9.9% 6.3%

⑥派遣労働者
⑦内職
⑧無職

①正規の従業員
②自営業主

⑨その他（①～⑧以外）

③パートタイマー
④アルバイト(在宅ワークも含む)
⑤契約社員
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問６　女性が働き続けるためにはどのようなことが必要だと思いますか。（各項目１つ選択）

（人数計）
(154)
(206)
(154)
(206)
(156)
(203)
(155)
(203)
(155)
(205)
(155)
(206)
(154)
(205)

　女性は、㋐「育児・介護休業等が取りやすい環境の整備」と並んで㋓「女性が働き続けることに対する家族等
の理解と協力」が必要と考える割合が高い。女性が働き続けるために、家族や周囲の理解と協力がいかに重
要であるかうかがわれる。

女性が働き続けるために必要なこと
必要 どちらかといえば必要 あまり必要でない 必要ない

82.5% 15.6% 1.3% 1%
86.9% 12.6% 0.0% 0%
79.9% 18.8% 1.3% 0%
88.3% 10.7% 1.0% 0%
62.8% 28.2% 5.1% 4%
63.5% 30.5% 4.9% 1%
73.5% 24.5% 1.9% 0%
85.4% 13.2% 1.0% 0%
62.6% 29.7% 5.2% 3%
73.3% 22.8% 3.5% 0%
63.2% 31.6% 3.2% 2%
84.5% 12.6% 2.9% 0%
70.8% 27.9% 0.6% 1%
78.5% 20.0% 1.5% 0%

ｱ_育児・介護休業等が取りやすい環境の整備(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｲ_保育・介護の施設やサービスの充実(男性)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｳ_ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制等の多様な働き方ができる環境の整備(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｴ_女性が働き続けることに対する家族等の理解と協力(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｵ_結婚、出産、育児、介護等で退職した従業員の再雇用制度の充実(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)

ｶ_男女が協力して育児・介護等を担うという意識(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｷ_女性自身の自覚と意欲(男性)
　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
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問７　女性が再就職しやすくするためにどのようなこと必要だと思いますか。（各項目１つ選択）

（人数）
(153)
(206)
(155)
(204)
(156)
(204)
(157)
(204)
(153)
(202)
(153)
(204)
(154)
(203)

　　理解・協力といった意識的な要素については、男性の方が「必要」と思っている割合が非常に低い

女性が再就職しやすくするために必要なこと
必要 どちらかといえば必要 あまり必要でない 必要ない

76.5% 19.6% 3.9% 0%
87.9% 11.2% 0.5% 0%
78.1% 20.0% 1.3% 1%
90.7% 8.3% 1.0% 0%
60.9% 30.1% 5.1% 4%
75.0% 20.6% 3.4% 1%
73.9% 24.8% 1.3% 0%
89.7% 8.8% 1.0% 0%
66.7% 26.8% 3.3% 3%
75.2% 20.8% 3.0% 1%
51.6% 36.6% 8.5% 3%
49.5% 41.2% 7.8% 1%
64.3% 32.5% 1.9% 1%
84.7% 12.8% 2.5% 0%

ｱ_育児・介護休業等が取りやすい環境の整備(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｲ_保育・介護の施設やサービスの充実(男性)
　　　　　　　 　       　　　　　　　　　　　　(女性)
ｳ_ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制等の多様な働き方ができる環境の整備(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｴ_女性が働き続けることに対する家族等の理解と協力(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｵ_結婚、出産、育児、介護等で退職した従業員の再雇用制度の充実(男性)

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　(女性)

ｶ_再就職のための研修や職業訓練の充実(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｷ_男女が協力して育児・介護等を担うという意識(男性)

　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
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問８　「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」について知っていますか。（１つ選択）

（人数） (161) (209)

　内容についての認知度は、男女ともに非常に低く、言葉の周知についてもまだ十分とは言えないが、男性の
①「聞いたことがあり、内容も知っている」は前回調査時１７％に比べ９．１％上昇した。

「仕事と生活の調和(ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽ)」について知っていますか
男性 女性

26.1% 16.7%
34.8% 28.7%
39.1% 54.5%③聞いたことはなく、内容も知らない

①聞いたことがあり、内容も知っている
②聞いたことはあるが、内容は知らない
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問９　「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活」の関わり方の理想と現実について（それぞれ１つ選択）

（人数） (209) (161) (209) (208)

　④「仕事」と「家庭生活」をともに優先したいとする割合は男女とも理想に対し現実のほうが少な
く、男性は現実として①「仕事」が優先、女性は②「家庭生活」が優先される。

「仕事」、「家庭生活」、「地域・個人の生活」の関わり方の理想と現実
理想(男性) 現実(男性) 理想(女性) 現実(女性)

1.2% 32.9% 1.4% 14.4%
11.2% 9.3% 14.8% 35.1%
1.9% 1.2% 2.4% 1.9%

33.5% 18.6% 36.8% 15.9%
8.1% 6.2% 3.8% 1.4%

12.4% 6.8% 14.8% 11.1%
27.3% 19.9% 23.0% 13.9%
4.3% 5.0% 2.9% 6.3%

①「仕事」を優先したい
②「家庭生活」を優先したい
③「地域・個人の生活」を優先したい
④「仕事」と「家庭生活」をともに優先したい
⑤「仕事」と「地域・個人の生活」をともに優先したい
⑥「家庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先したい

⑦優先順位はつけられない
⑧わからない
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問１０　男女の平等感について次の場面で男女が平等になっていると思いますか。（各項目１つ選択）

（人数）
(157)
(203)
(154)
(202)
(155)
(201)
(158)
(202)
(158)
(204)
(158)
(203)
(156)
(203)
(157)
(203)

　㋖「社会通念、慣習、しきたりなどで」と㋓「政治の場で」において男女が平等になっていると思わない割合が
高く、また全体を通じて男性より女性の方が男女平等になっていると「思わない」という割合が高い。

次の場面で男女が平等になっていると思いますか
そう思う どちらかといえばそう 思う どちらともいえない どちらかといえばそう思わない そう思わない わからない

17.2% 29.3% 22.3% 15.3% 10.8% 5.1%
6.4% 18.7% 17.7% 25.6% 28.6% 3.0%
6.5% 22.1% 22.1% 19.5% 20.1% 9.7%
5.4% 14.4% 17.8% 23.8% 25.7% 12.9%

16.8% 27.7% 20.6% 10.3% 4.5% 20.0%
12.4% 18.9% 27.9% 10.0% 7.0% 23.9%
6.3% 17.7% 19.6% 20.9% 24.7% 10.8%
1.5% 4.0% 16.8% 24.8% 44.1% 8.9%
5.7% 20.9% 31.6% 20.3% 12.7% 8.9%
2.9% 12.7% 29.4% 18.6% 23.0% 13.2%

10.8% 24.7% 23.4% 17.7% 15.2% 8.2%
3.9% 6.4% 27.6% 20.7% 30.0% 11.3%
2.6% 10.9% 19.9% 27.6% 32.7% 6.4%
2.0% 5.9% 17.7% 22.7% 45.3% 6.4%
2.5% 14.0% 22.9% 33.1% 21.0% 6.4%
3.4% 5.4% 20.7% 33.0% 32.5% 4.9%

ｱ_家庭生活の中で(男性)
　　　　　　　　(女性)
ｲ_職場の中で(男性)
　　　　　　(女性)
ｳ_学校教育の場で(男性)

　　　　　　　　　(女性)
ｷ_社会通念、慣習、しきたりなどで(男性)
　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｸ_社会全体で(男性)
　　　　　　(女性)

　　　　　　　　(女性)
ｴ_政治の場で(男性)
　　　　　　(女性)
ｵ_地域・社会活動の場で(男性)
　　　　　　　　　　　(女性)
ｶ_法律や制度の面で(男性)
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問１１　女性の能力は十分に活用されているか（各項目１つ選択）

（人数計）

(156)
(203)
(155)
(200)
(154)
(200)
(157)
(200)
(155)
(202)
(157)
(200)
(156)
(201)
(159)
(199)

　㋐「家庭生活の中で」を除き、女性の能力が十分に活用されていると思う割合は、総じて低くなっている。

女性の能力は十分に活用されているか
そう思う どちらかといえばそう 思う どちらともいえない どちらかといえばそう思わない そう思わない わからない

38.5% 35.3% 14.1% 6.4% 1.9% 3.8%
35.0% 36.0% 18.7% 3.4% 3.4% 3.4%
5.2% 31.0% 32.3% 16.8% 7.1% 7.7%
9.0% 20.0% 33.5% 17.0% 8.0% 12.5%

13.0% 26.0% 28.6% 10.4% 3.9% 18.2%
5.5% 20.0% 34.5% 8.5% 5.5% 26.0%
3.2% 16.6% 26.8% 22.3% 19.1% 12.1%
1.0% 9.0% 26.5% 24.0% 27.0% 12.5%
7.7% 28.4% 30.3% 12.9% 12.3% 8.4%
2.5% 18.8% 38.6% 13.9% 13.9% 12.4%
7.0% 20.4% 27.4% 16.6% 15.3% 13.4%
1.5% 8.5% 31.5% 21.5% 21.5% 15.5%
1.3% 13.5% 28.2% 30.1% 18.6% 8.3%
1.0% 11.4% 26.9% 24.4% 28.9% 7.5%
1.3% 14.5% 33.3% 27.7% 15.7% 7.5%
1.0% 9.5% 27.1% 27.1% 25.6% 9.5%

　　　　　　(女性)
ｳ_学校教育の場で(男性)
　　　　　　　　(女性)
ｴ_政治の場で(男性)
　　　　　　(女性)
ｵ_地域・社会活動の場で(男性)

ｱ_家庭生活の中で(男性)
　　　　　　　　(女性)
ｲ_職場の中で(男性)

　　　　　　(女性)

　　　　　　　　　　　(女性)
ｶ_法律や制度の面で(男性)
　　　　　　　　　(女性)
ｷ_社会通念、慣習、しきたりなどで(男性)
　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｸ_社会全体で(男性)
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問１２　職場・地域・学校・家庭などでのセクハラ、パワハラ、ＤＶについて（複数可）

（人数計）
(161)
(209)
(161)
(209)
(161)
(209)
(159)
(211)
(161)
(209)
(161)
(209)
(161)
(209)
(161)
(209)
(161)
(209)

　セクハラやパワハラ、ＤＶを「身近に見聞きしたことがある」という割合が、男性４１％女性３６．
８％あり、これらがごく身近に存在している問題であることがうかがわれる。前回調査（男性２
３％、女性２６％）より大幅に上昇している。

職場・地域・学校・家庭などでのハラスメント等
該当 非該当

1.9% 98.1%
20.6% 79.4%
21.7% 78.3%
28.2% 71.8%
1.9% 98.1%

11.0% 89.0%
0.6% 99.4%
1.4% 98.6%
1.9% 98.1%
1.0% 99.0%
3.7% 96.3%
0.0% 100.0%

41.0% 59.0%
36.8% 63.2%
11.2% 88.8%
12.0% 88.0%
34.2% 65.8%
29.7% 70.3%

ｱ_セクハラを受けたことがある(男性)
　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｲ_パワハラを受けたことがある(男性)
　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｳ_ＤＶを受けたことがある(男性)

　　　　 　　     　　　　　　　　　　(女性)

　　　　　　　　　　　(女性)
ｷ_身近に見聞きしたことがある(男性)
　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｸ_身近な人から相談を受けたことがある(男性)
　　　　 　　     　　　　　　　　　(女性)
ｹ_自分の周りには受けた人はいないと思う(男性)

　　　　　　　　　　　　(女性)
ｴ_セクハラをしたことがある(男性)
　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｵ_パワハラをしたことがある(男性)
　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｶ_ＤＶをしたことがある(男性)
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（人数計）
(153)
(195)
(154)
(199)
(155)
(199)
(152)
(196)
(153)
(196)
(153)
(197)

問１３　男女共同参画社会を実現するために学校や社会教育の場等でどのような取り組みが必要だと
思いますか。（各項目１つ選択）

　男女とも、㋒性別にとらわれず社会の様々な分野に参加可能な学習機会の提供、㋕教育現場での相談体制
の充実が上位を占めている。

男女共同参画社会を実現するために学校や社会教育の場で必要な取組
必要 どちらかといえば必要 あまり必要でない 必要ない

58.8% 31.4% 6.5% 3%
56.9% 37.4% 5.6% 0%
55.8% 34.4% 7.1% 3%
52.8% 39.2% 7.5% 1%
64.5% 31.0% 3.2% 1%
65.8% 30.7% 3.0% 1%
52.0% 38.2% 9.2% 1%
55.6% 38.3% 4.6% 2%
45.1% 41.8% 11.8% 1%
48.0% 45.4% 5.6% 1%
56.9% 34.0% 7.2% 2%
65.5% 28.4% 5.6% 1%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｳ_性別にとらわれずに社会の様々な分野に参加可能な学習機会の提供(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)

ｴ_女性の人権の観点からＤＶなどの予防教育(男性)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｵ_性教育の充実(男性)

ｱ_教育に携わる人が男女共同参画を理解するための意識啓発(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｲ_幼い(小さい)頃から自立の意識を育み、男女平等を推進する教育(男性)

　　　　　　　(女性)
ｶ_教育現場での相談体制の充実(男性)
　　　　　　　　　　　　　　(女性)
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（人数計）
(152)
(199)
(155)
(197)
(153)
(202)
(150)
(200)
(152)
(200)
(151)
(200)
(150)
(195)
(150)
(195)
(152)
(195)

　男女とも㋓「子育て支援の充実」、㋔女性の就業支援の充実が上位であるが、男性が㋖「男女
双方への意識啓発の充実」を挙げているのに対し、女性は㋒「介護支援への男性参加の促進」
㋕「男性の家事・育児への参加の促進」を挙げている。

問１４　今後、寒川町の男女共同参画社会の実現のために、どのようなことに力を入れるベきだと思いますか。
（各項目１つ選択）

今後、寒川町の男女共同参画社会の実現のために、力を入れるべきこと
必要 どちらかといえば必要 あまり必要でない 必要ない

39.5% 42.8% 13.8% 4%
32.7% 48.7% 14.1% 5%
48.4% 43.2% 7.7% 1%
47.2% 42.1% 9.6% 1%
45.1% 42.5% 11.8% 1%
63.4% 31.2% 4.5% 1%
73.3% 24.0% 2.0% 1%
74.5% 23.5% 2.0% 0%
57.2% 36.8% 4.6% 1%
74.0% 23.0% 2.0% 1%
43.0% 47.7% 7.3% 2%
61.5% 34.0% 3.5% 1%
52.7% 40.0% 6.0% 1%
49.7% 44.1% 4.6% 2%
42.0% 47.3% 9.3% 1%
46.7% 46.2% 6.7% 1%
52.6% 42.1% 4.6% 1%
53.8% 41.0% 4.1% 1%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｲ_学校における男女平等教育の推進(男性)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)

ｳ_介護支援への男性参加の促進(男性)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｴ_子育て支援の充実(男性)

ｱ_地域や社会で活躍する女性リーダー育成(男性)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｸ_女性への相談体制の充実(男性)
　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｹ_職場における男女平等意識の推進(男性)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)

　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｵ_女性の就業支援の充実(男性)
　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｶ_男性の家事・育児への参加の促進(男性)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(女性)
ｷ_男女双方への意識啓発の充実(男性)
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問１5　男女共同参画社会の実現に向けての意見
番号

2 疑心暗鬼を捨て心を開いて意見を交わす。

18 分かり やすいも のが一番。

22 ある 程度良いと 思いま す。

個人の意識も 、 も ちろん大切だが従業員を雇う 経営者を商工会など を通し て集め、 教育する
必要を感じ ま す。 ｾｸﾊﾗ、 ﾓﾗﾊﾗ、 育児休業等の充実等、 職場環境は個人では変えら れないから
です。

1

12

13

14

15

3

4

5

6

7

9

10

11

意見

現在一番世代人口が多い団塊の世代が一番頭が固い。 その世代を教育し ないと なかなか男女
共同参画は浸透し ていかないと 思う 。 私も 子供達に頭が固いと 言われる 。 柔軟と 思っている
こ の私でも 。
妊娠・ 出産・ 育児がﾊﾝﾃ゙ ｨｷｬｯﾌ゚ になってし ま っている が、 こ れがｱﾄﾞ ﾊ゙ ﾝﾃー ｼ゙ になる と いい。
子供が増えない事には日本に未来は無いわけだし 、 女性に優し い社会は皆に優し い社会にな
る はずと 思う 。

24

男女平等の社会になる のは勿論だけど 互いの性別の特長、 短所を理解し 協力を得ら れる 社会
の実現をし て欲し い。

90歳近く の人へのｱﾝｹー ﾄと し て貴重な内容であり ま し ょ う か。 ま たこ のｱﾝｹー ﾄにかかる 税金は
有意義な大金と 言える のでし ょ う か。 ｱﾝｹー ﾄの内容の項目の一点一点について問題提起をす
る 相手が極めて無責任で違った方向だと 認識すべき です。
寒川町はま だま だ昔の風習が見ら れる と 感じ ている 。 意識がま だ低い気がし ま す。 50年前は
農業の町だったこ と も あり 、 今後を期待し たいです。

現状はま だま だ男社会である 。 そこ に女性が進出する のであれば、 女性である と いう 甘えを
捨てる べき 。 真の男女共同参画社会を実現する のであれば、 時間的に制約が発生する 。 夜を
徹し てでも やら ねばなら ぬ時、 そこ ま で要求でき ない常識を変えら れる のか。
問11について設問が抽象的で答えにく いと 感じ ま し た。 ｱから ｸにおける 女性の能力って何な
のか考えてし ま いま し た。 一応回答し ま し たが。 男女に限ら ず、 老若男女各々が伸びやかに
生活でき る 社会になれば良いと 思いま す。 職員の方々も 大変と は思いま すが、 がんばって下
さ い。

学校・ 職場・ 政治等の公の場における 男女共同参画については法整備をする なり し て実現す
れば良いと 思う が、 ﾌ゚ ﾗｲﾍ゙ ﾄーの家庭内においてはその家族なり に話し 合って決めれば良いの
で行政が口を出すこ と ではない。
小さ い会社では研修の余裕なく ●●●●。 有給休暇でさ え満足にと れない会社多数のご時世
に気の遠く なる ●●です。
男女平等と あり ま すが、 男と 女ではど う し ても 違いがある ので、 そも そも 「 平等」 と は何
か･･･?と 考える 。 地域の人間が気持ち良く 暮ら せる 社会が望ま し い。 女性は出産で休職はつ
き も の、 社会復帰し やすい環境が望ま れる 。
上辺だけの民主主義はそう そう 卒業し て、 真の民主主義と は?と 言う も のを特にこ れから の
人達に勉強し ても ら いたい。 無理かな?今の大人が駄目だも のね( 自分を含めて) 。
男性にし か出来ない事、 女性にし か出来ない事がある 事を忘れず、 偏った考えにと ら われず
に進めていけば良いと 思う が、 具体的にはど の様にすれば良いのか不明。

介護を受ける 身体になっていま す。 よ ろし く お願い致し ま す。 子供や嫁等が現在生活をする
のに苦労し ていま す。 少し でも 良く なる 事を祈り ま す。
出産後の女性が働き やすいよ う 、 保育のｻー ﾋﾞ ｽは充実さ せてほし い。 仕事が決ま っても 保育
園に入れなければ意味がない。
若い男女はだいぶ男女平等の感はある と 思う ( 子供をみていて感じ ま す) 年配の方達が昔から
男尊女卑のよ う な社会で育ってき ている ので、 女性に対し 見下し ている 感じ がある 。 ま ず
は、 年配の方達の平等感の教育が必要だと 思う 。 若い人達が成長し 社会で活躍する ま で男女
平等は難し いと 思う 。
自営業ですので社会への参加は少ないですが我が家族は私にはと ても 理解が有る 。 ただ、 義
理の母がま だ居ま すので気を使う 事は多く 有る 。 でも 理解は大辺有る 方ですが、 自分の中で
嫁はこ う いう も のと いう 意識が有る 古い人間です、 し かし 次のお嫁さ んにはこ のよ う になら
ぬよ う 心掛けたいと 思っていま す。 多く の人の色々な話を聞いている ので（ 今の様子）
女性に家事、 育児、 介護の比重がかかり 過ぎの現状を一刻も 早く 改善する 必要がある 。 女性
が社会に向けて動き やすい体制が殆ど 整っていない。 保育所、 介護施設等の充実が緊急に必
要。
男の子も 女の子も 、 頑固で優し い子に育って欲し いです。 親はし っかり 子供と 遊んで、 親の
介護をする 優し い人になる よ う に。
男女の人権尊重も 必要だと 思いま すが、 女性が男性並の力仕事は限度があり 、 男性の方が生
き る 事に関し て、 力仕事、 家事、 他、 全部有利だと 感じ ま す。 ただ面倒く さ がり でやり たく
ないんだと 思いま す。 今の女性は言葉使いにし ても 、 も う 少し 女性ら し さ を求めま す。

16

19

20

21

23

子供の頃から そう いった教育をし ていく し かない。 そう いった手本と なる よ う な取り 組みを
町全体で行う べき

8

17
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番号

26 男女共に家庭地域社会に参加し て色々な事を学んでいく 事が大切だと 思いま す。

29 男女と も 意識改革が必要。 子供の頃から 教え続ける こ と で意識を変える 。

32 女性が気持ちよ く 働ける よ う にし て下さ い。 気持ちの良い職場、 気持ちの良い家庭環境
33 一人一人が前に出す必要な事だけ進めて行ければ良いと 思う 。
34 立場は平等でも 、 結婚や出産の妨げになり ま せんか?平等の意見が違う のでは?

36 問13イ のよ う に幼い頃から の教育が必要だと 思いま す。

42 ま ずは女性が何事にも 積極的な行動を起こ す事が必要。 女性自身の意識改革を求める 。

46 議員も 男女比率50%ずつにすれば良いのでは?
47 寒川町の方針を明確にし て下さ い。 介護・ 保育の充実を願う 。

年配の方の中には、 ま だま だ家の事は全て女性がする べき と いう 考えの方も いる 。 町ぐ る み
で意識を変えていく こ と はよ り 良い家庭環境を作る ために良い事だと 思いま す。

男女平等をう たう 法ができ る が、 産休、 育児等の休暇の際会社は人員不足になる 。 その時の
法律がない。 こ れでは女性だけ守る 法律ではないのか?と 思う 。 女性を守る 法律ではなく 社
会を守る 法律・ 条例を作って欲し い。
夫婦と も に正社員と し て働いており 、 互いの会社に育児休業制度がある が、 男性が取得する
こ と にかなり の抵抗がある よ う だ。 ど の会社も 制度はある のに取得する 人が殆ど いないのは
実際、 男女平等と は言えない。 ど う すれば男性でも 育休が取れる のかを考えて実行し て頂き
たい。

25

27

意見

28

年令によ って男女の考え方が教育で違いま すが、 男性は年令の多い人程ガンコ 、 人と 接する
のが下手、 変な自信があり 、 自分が正し いと 思っている 人が多いので、 男性がこ の問題につ
いて柔軟な考えを持つ勉強を進めま す。
男女が対等な立場で地域社会など のあら ゆる 分野で活動に参画する と いう 事は良い事だと 思
う 。 反面女性に対する 優遇は今ま での慣習から 変化し 逆に男性が差別さ れる と いう 事態も 考
えら れる と 思いま す。 人口減少･貧困、 様々な負的要因も あげら れる 中。 住みやすい地域●
●を作り 上げる こ と によ り 貢献でき る 参画社会の実現を望みま す。

女性は能力がない･頼り ないと 思われがち。 昔から 日本は男は女よ り 偉いと いう 意識が強い
し 、 現在も 変わっていないと 思う 。 女性でも 能力に長けている 人は沢山いる し 、 女性だから
こ そ思いつく 発想等も 沢山ある 。 女性＝弱い･能力がないと 思わせる 社会の在り 方がある 日
本は遅れている と 思う 。 役職等、 女性が選ばれても 良いのでは？女性にも っと 耳を傾ける 社
会が必要。

私自身は家族の協力も あり 長く 常勤（ 親の介護が始ま る ま で） でやってき ま し たが、 人それ
ぞれで結婚･出産･介護など 続けていける か迷う 岐路が違う と 思う ので無理にでも 働き 続けた
方が良いと いう 気持ちはあり ま せん。 ただﾌﾚｯｸｽや仕事を分け合う 形の形態が多く なれば仕
事に就ける 人、 続けら れる 人も 増える と 思いま す。

各自お互いを尊重し 合う 社会が必要だと 思いま す。 年令、 男女を区別する こ と 自体が遅れて
いる のではあり ま せんか?
ま だま だ育休･産休が取れても 職場内の雰囲気が認めていない企業が多いのが現実です。 そ
れを解消する には企業の体制を改める 事が必要だと 思う 。
ま ずは女性自身の意識改革をはかる 必要がある のかも し れない。 も っと 声を上げら れる 環境
を作る べき だが、 「 ど う せ無理」 と 思っている 部分も ある 。 と いう 自戒をこ めて。

と かく 女性が差別を受けている と 言われがちだが、 生理や体力面で周囲が気を使う 中、 権利
のみを強く 主張する 為、 結果的に不平等が出ている と 思う 。 女性と 男性の差別は不要だが、
区別は必要だと 思う ので、 そう いう 意味での教育は女性に必要だと 思う 。 男性と 同じ 仕事を
求めておいて男性と 同じ プレ ッ シャ ーを受ける と 「 パワ ハラ 」 と 言い出すのは男女双方に良
い結果をも たら さ ないと 思う 。

ゆっく り し てはいら れない。 なる べく 早く 行動を起こ すよ う にし なければいけないと 思いま
す。

個人的には、 周り に存在する 訳ではないが、 女性から 男性へのＤ Ｖ も ある 。 性教育は今の国
内の教え方では不足し ている と 思う 。 避妊→性行為→出産と いふう にビデオなり 教科書等で
し っかり と 生々し く 教えないと ある 意味記憶に残ら ない。 性教育をし っかり する 事から 、 DV
やｾｸﾊﾗ･ﾊ゚ ﾜﾊﾗの対策に繋がる のではないかと 思う 。
男女平等で女性が働く 事は良いが、 やはり 女性と し て家族、 子供の事を優先すべき と 思う の
で、 そも そも 完全に平等にする のは難し いと 考えま す。 男女それぞれ意識の差がある のでは
ないでし ょ う か?私も 働いていま すが、 家事･育児はき っちり こ なし 、 主人にも 毎日健康で仕
事に行ってく れる 事にいつも 感謝し ていま す。 主人も 私に「 あり がと う 」 と 言ってく れま
す。
世間では男女平等と 言われている が、 現実は男性優位な部分が多々あり 自分自身も 疑問を感
じ ていま す。 全ての人間は女性から 産ま れており 女性にかなう わけがあり ま せん。 がんばっ
て下さ い。

48

38

39

41

44

45

40

30

31

35

37

43
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番号 意見

55 問の必要、 ど ちら かと いえば必要等に丸で囲みま し たが、 意見と し てはよ く わかり ま せん。
56 自治会での飲食時、 女性が配膳を全てやり 、 男性は何も し ま せん。

59 介護に関わる 支援や施設を今よ り 充実し てほし い。

64 共に生き ていく 為、 男女協力、 お互いの意識を持っていき たい。

66 子供を連れて働ける 仕事が増えて欲し い。

72 職場に戻れる よ う な社会になる と いいと 思いま す。
73 男女に関わら ず個性の尊重を大切にする 社会であり たい。

ﾎ゙ ﾗﾝﾃｨｱを点数( H) にし て、 その時間分ﾎ゙ ﾗﾝﾃｨｱ参加し た本人が希望の利用でき る よ う にし た
ら お金も かから ず、 助け合いの確実な老後の安心が1つでも 増し て、 心が豊かになれる ん
じ ゃないかと 思いま し た。

最近の若い方は育児や家事に協力し て下さ る 方が増えている と 思いま すが、 60代の私達の時
代の人は男性はあま り 協力し てく れなかったと 思いま す。 こ れから の時代には、 やはり 協力
し ていただけたら 良いのでは。
男女の能力の差と 個人の能力の差と 個性と 男女平等共同参画、 ﾊﾗｽﾒﾝﾄ、 区別をわかり 易く つ
けら れれば良いが、 ど う も 女性過保護になり 、 能力本位でなく なっている 感じ がする 。 こ れ
も ま た男女平等障害である よ う に思いま す。
皆さ んが知ら なすぎま す。 ｱﾝｹー ﾄだけではﾋﾟ ｱーー ﾙが不足だと 思いま す。 父母会を地域で活動
でき る よ う に呼びかけたら いかがでし ょ う か?
ま ず男性の考え方から 変えていかないと 、 女性がど んなに希望し ても 何も 実現でき ないと 思
う 。 子供の頃から の教育は非常に大切だと 思う 。

70

71

若年層が積極的に意見ができ 、 その案を確立出来る 環境が必要だと 思う 。 老年層が主体と な
る 現状( 政治など ) だと 昔ながら の考えである 為、 何も 変わら ない。 若年層が主体と なり 考え
立案し 実施でき る 社会が必要。 ｱﾝｹー ﾄを取る だけでなく 実施する 活動目に見える 支援じ ゃな
いと アンケート も 無駄だと 思う 。
正社員で働き ながら 妊娠と 出産後の復職への道筋が立たない業界も 多い。 妊娠し ても 体調を
第1に正社員でも 働く 時間が短く でき る 会社も 少ないのでは。 小1の壁と 呼ばれる 子供の預か
り 時間など も 短い為、 男女が同じ よ う なﾎ゚ ｽﾄで働く には親世代に依存し 頼ら ざる を得ない。
親世代に頼れぬ人も 多いので、 参画を促す前に環境整備が先でないと いけないと 思いま す。
女性の働き やすい環境を作る 為には、 ま ず子供関係を充実さ せて頂き たい。 中学校の給食導
入等、 そう すれば働き に出る 際の負担が軽減さ れる と 思いま す。

ｽﾄﾚｽ社会では、 男女共同参画は難し いと 思う が、 政府の取り 組みが必要だ。 こ れら を意識し
た講演会や活動が必要でし ょ う 。 意識改革すべき です。 計画的に行う 事です。 目に見える よ
う にする 事です。

日本はま だま だ男女平等と は言えないが、 自分の会社を見る 限り 、 女性の向上意欲が足り な
く 感じ る 。 女性の意欲向上に向けた取り 組みが必要と 考える 。

51

52

53

50

54

57

58

61

62

60

63

65

正社員で働いている と 、 小学校のPTA役員を引き 受ける のが無理です。 各家庭1回は引き 受け
る 事と なっており 、 ずっと やら ないと 「 条件は皆同じ なのに」 と ﾊ゚ ﾄー･無職の方達は言いま
す。 役員決めの日が苦痛です。 PTA制度をど う にかし て欲し い。 それと 女性は定時で帰り や
すいですが、 男の人も 定時で帰り 早く 家庭に戻れる よ う にする 必要がある 。 協力出来ない。

家庭内の問題よ り 、 職場や社会全体から 意識し 改革し ていかないと 、 進ま ないよ う に思え
る 。 寒川町が1つ大胆な事を始め、 社会の注目を受け、 寒川町の注目につなげてはど う か。

こ のｱﾝｹー ﾄをやっている 事がま だま だ平等への道は遠いと 感じ ま し た。 女性のﾘ ﾀーﾞ 育ー成を考
えている こ と が女性を下に見てる と 思いま す。

出産し て退職し た為、 次に働く 事に弱腰になっている 。 保育施設や就業時間など について、
も っと 知る こ と 、 家事・ 育児の中心が女性中心になっている 事を知っても ら い、 そこ を改善
し ていく こ と が大事だと 思う 。 出産・ 育児で社会を離れてし ま う と 、 社会復帰に臆病になっ
てし ま う ので、 支援制度も ある と いいなと 思う 。
男女共同参画社会の実現に向けてのｱﾝｹー ﾄ調査をする 以前にも っと やる べき 事を寒川町と し
てやってほし い。 例えば新幹線新駅を倉見に設置する 計画が20年以上前にあったが未だに全
く と 言っていいほど 進んでいない。 新駅が完成する 前に圏央道が開通する こ と が理解でき な
い。 も っと ま じ めに仕事する べき 。 地域住民に貢献し ていない。
非常に重要と は思う が、 子育ての事など を考える と 、 現実と し ては、 十分女性が働ける 状況
になっていないと 思う 。 と り あえず、 保育園の待機児童をなく す努力から し て頂き たい。

家庭や個人の考え、 ｽﾀｲﾙがあり 、 子育て、 成長には家庭環境、 両親の愛情、 会話が必要で
す。 共働き 社会になり つつ、 忙し く 、 家庭・ 子供の成長に不安を感じ ま す。

67

49
現代社会における 日常生活で片方の性の待遇が良い場合があり 、 偏った傾向がある 。 男女共
同にあたっては男女の公平性を基準にある べき 姿を議論し ても ら いたい。
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番号 意見

75 暮ら し やすく 、 活気のある 町にし て欲し いと 思いま す。

77 こ れから の社会にと ても 必要の事と 思いま す。
78 育児・ 介護休暇を男性が取り やすい環境を望みま す。
79 学校教育の場で保育の学習を受けたほう が良いと 思いま す。

84 頭で考えていても 文字にし て書く のは難し い。

88 会社経営者の認識の向上。 自治会も 同様。

90 急には変えら れないので子供の頃から の環境( 教育) は大切。
91 社会と 個人両方が意識をかためて少し ずつ住み良く なればと 思いま す。

94 男女共同参画。 一家の和栄である こ と が基本である 。

98 ま ずは受け皿を作ってく ださ い。 必要と し ている 人はすでに大勢いる のですから 。

こ の問題を考える にあたり 、 共同と 平等の意味を明確にする 必要がある と 思いま す。 例え
ば、 力仕事等、 男性が有利な仕事では、 男女を平等に考えた場合、 男性のが優秀と なり やす
く 結果と し て昇進し やすく なり ま す。 男女の違いを認めつつ互いの長所を活かす為に、 言葉
の定義を明確にすべき かなと 思いま し た。 あと 私は力仕事ではあり ま せんが、 現場を知ら な
い学校の先生等の「 理想」 は自己満足だと 思いま す。
私がﾊ゚ ﾄーで働いている 職場では男女の差別はほと んど あり ま せん。 ただ他の会社ではま だま
だそのよ う な気風はある と 思いま す。 男女と も に育休など がと り やすい社会になる と 良いと
思いま すし 、 男性の意識改善が必要だと 思いま す。

仕事と 育児の両立について、 誰かの助けを借り たいと 思う と き がある が、 なかなか機会に恵
ま れず利用でき ない。

私の年代( 1980年代生ま れ) は男女で差別さ れる と いう 経験はあり ま せん。 男ら し さ 、 女ら し
さ を上手く 活用し ながら 同じ 目線に立っている と 思いま す。 ただ、 子供を持つと 子供の生活
ﾘｽ゙ ﾑにｻﾗﾘ ﾏーﾝの夫のｽｹｼ゙ ｭ ﾙーは合わないので、 必然的に妻･母側が仕事や個人の活動をｾー ﾌ゙ せ
ざる を得ま せん。 男だから 女だから と いう こ と よ り も 、 個人が自分の意思で未来を選べる 環
境作り が必要と 考えま す。 個人的には、 家事、 育児は外注し （ も ちろん親子関係はし っかり
作り ながら ） 職を持って稼ぎ、 納税をする のがベス ト かと 思いま す。 家事・ 育児・ 介護はつ
き つめればき り がなく 、 逆も ま たし かり 。 家事は大変なこ と ですが、 「 働き たく ないから 」
を理由に家庭に入る のはギモンを感じ ていま す。 将来的にも 困る ので。
男尊女卑が特に日系企業では感じ る ので、 そう でない企業での女性の活躍事例を日系企業に
も 植える 教育、 ある いは機会を与える よ う にする 必要がある と 思いま す。

人権は尊重する こ と ( お互い) は大事だと 思う が、 女性が社会へ進出し すぎな社会は反対で
す。 働かなければ( 家庭におさ ま っていれば) 待機児童の心配も なし 。 男性の社会への進出を
尊重すべき 。

83

男女共同参画＝共稼ぎ世帯の増長。 稼げる 一方が家計を支え、 も う 一方が完全に家庭を守れ
る 給与ﾚﾍ゙ ﾙが保障さ れれば、 子育て･介護は解消さ れる 。 すべて行政福祉ｻー ﾋﾞ ｽに頼る 現在の
政治に問題がある 。 税金各種保険料は無限ではない。 でき る こ と は各世帯で出来る だけの賃
金を受けら れる 社会を育てる 事力をつく し ても ら いたい。

今回のｱﾝｹー ﾄに答える のは大変難し い。 町の目標を淡々と 進めていく こ と で良いのではない
かと 思いま す。

男女雇用均等法が施行さ れて20数年経過し ま すが、 女性の職場における 機会を平等に与える
べき です。 町の町長も 助役も 男、 男社会です。 早い時期に町長を女性にする こ と を選挙を通
じ て実施に向けて努力し たい。 なお標題の課題を解決には叫ぶよ り 小さ なこ と から 実施する
こ と

こ の世は男女で協力し て生き る べき も の意見が違っても 人を尊ぶ気持ちが大切なので互いに
相談し ながら 認め合う 教育が大事です。
産後の職場復帰泣く 泣く 諦めま し た。 寒川に越し てき て想像以上に交通網が不便で移動が大
変でそう いう 面から も 女性の社会進出を支援し てほし い。 ﾀｸｼー も なかなかこ ない、 ﾊ゙ ｽも 少
ない。 相模線も 淋し い、 子連れ外出も 大変です。
男性は女性の出産・ 育児・ 家事全般の大変さ を理解し 、 女性は男性の仕事の大変さ の理解が
必要だと 思いま す。 口で言う のと 実際にやる のでは随分違う 事だと 思いま す。

50年前は男女の就業について職場の花のよ う であったら 良かったのかも 知れないが、 現在は
自己実現を持って働く 女性がいる 中で、 なかなか実現でき ない。 それを通すと 夫婦円満が崩
れていく 程、 時間的に余裕が無く 行き 違いが生じ ている 。 何と かし てあげたい。 手の空いて
いる 老人はいく ら でも いる のでボラ ンティ アではお手伝いし てほし い。

こ の企画に合う かど う かわかり ま せんが、 寒川には地域集会所での行事がいろいろな形で行
われている よ う です。 町でやっている ｻー ｸﾙ活動をも っと 知り たいと 思いま す。 ｻー ｸﾙ活動を知
り も っと 老人会の皆様を楽し ま せてあげたいと 思いま す。

89

97

99

95

85

86

87

74
男女共同も 良いが、 女性があま り 出すぎる と 結婚が遠ざかってし ま う のでは。 私の周り では
男女と も 結婚し てない人が多い。 ま た子供を育てない人も 多いです。

世界全体が男女平等にはほど 遠いのが現実、 少し ずつでも 平等になる こ と を願う し かあり ま
せん。
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番号 意見

108 男女共、 自立心が必要だと 思いま す。 お互いの立場を理解し 協力する こ と は必要です。

117 女性も 男性と 同じ よ う に働く よ う になればいいと 思う 。 性別は関係ないと 思う 。
118 社会制度の改革。 地道に啓蒙する こ と 。

116

男女平等を特別なも のと し て扱っており 、 こ れではいつま でも 達成でき ないと 思いま す。 教
育現場で男女で意見を戦わせる 事が必要だと 思いま す。 ま た、 職場復帰後の昇進に大き な差
をつけない事も 重要です。 「 俺が俺が」 と 言う 男が前面に出ている 会社では無理がある で
し ょ う （ 特に部でも ないサービス の女性をど なっている 重役のいる 会社。

男女共同参画社会について、 あま り 考える 機会がないので、 何かし ら の場を設けて話し 合い
ができ れば良いと 思いま す。 ( 例えば地域の祭り の一画で開催し て誰でも 気軽に参加し やす
いよ う にする )
私達の世代では、 ま だま だ男女平等ではないよ う に思いま すが、 こ れから の世代は女性の社
会参画意識は非常に強いと 思いま す。 それに応じ ら れる 環境作り さ えし っかり 整えば「 男女
平等」 と いう 単語そのも のが不要になる と 思いま す。 そう いう 教育が理想だと 思いま す。

102

女性が社会へ出る には子育てし ながら だと 保育園や学童の充実が必要です。 南小学校区の学
童は2年間も 待機児童が出たま ま です。 子供を1人にし たく ないと 職につけない女性も 多いで
す。 そう いう 施設を充実さ せないと 共同参画社会の実現は難し いと 思いま す。

理想と 現実に差があり すぎる と 感じ ていま す。 実現に向けて、 現実をも っと 深堀し 、 対策等
を打つ必要がある と 思いま す。 何をする にも ｽﾋﾟ ﾄーﾞ 感がない。 いろんな面で素早い対応を求
めま す。
特定の性のみｹｱを厚く する と 反対の性への差別に繋がる 恐れも あり ま すのでﾊ゙ ﾗﾝｽの良い施
策を望みま す。
大人はなかなか変われない。 子供の頃から 平等が当り 前と 意識付けが大事だと 思う 。 私は基
本的に平等と 考えている が、 企業人の中には外では平等にし ている が、 企業内ではあき ら か
に差別し ている 所も ある 。

子育て支援の充実は必要だと 思う が、 本当の目的も 知ら ない親も 多数いる ので、 意味ないか
なと 思う 所も ある 。 介護の現場でも 性別関係なく 関わっていく のは当然だと 思う 。 考えはそ
れぞれ家庭でも 違う と 思う し 、 よ く 分から ない。
男女関係なく こ れから ど んど ん女性が出る べき です。 と ても 良いこ と だと 70才過ぎた女性で
も そう 思っており ま す。

介護支援の現状は女性に頼る 傾向が強いと 思われる 。 男性も 積極的に参加する 体制を強化す
る 必要がある と 思う 。
男女共同参画社会を具体的にｲﾒ ｼー゙ する 事ができ ない。 こ のｱﾝｹー ﾄも 答えが決ま っている 問い
かけが多いと 思う 。

今は退職し 無職なのであま り 身近に感じ ら れま せんが、 男女共同参画と 言っても 、 女性が子
育てし ながら 仕事を充実する こ と はま だま だ難し い環境のよ う な気がし ま す。 祖父母の協力
がないと 女性が働けない事実が多いのでは?今のよ う な形では益々少子化に拍車がかかる と
思いま す。
子供が小さ いう ちは母親( 女) が病気( 病院) 、 予防接種など に時間を取ら れてし ま う ので、 父
親( 男) の協力がある と 助かり ま す。
雇用機会は平等にある べき 。 自治体ﾚﾍ゙ ﾙでは女性の方が多く 参加さ れている 実態は雇用の機
会の違いに左右さ れている と 考える 。 寒川町民が寒川で就業し ている 割合はそれほど 多く な
いと 思う が、 こ のｱﾝｹー ﾄが何を結果と し て得たいのかよ く 分から ない。 ちなみに定年退職さ
れている 年輩の方々と 同列で考えら れてはいけないかと 思いま す。

統計だけ取っても 、 何も 変わり がないです。 町内の共同参画が進むと は思いま せん。 質問内
容だけを付け替えて選ぶ回答が同じ と いう のも 戸惑いま す。 ｴｸｾﾙ右から 左へ貼り 付けする よ
う に、 社会は男女の考えは単純ではあり ま せん。 今ま での町の発展に携わる と いう 名目で何
通かアンケート がき て回答し ていま すが、 こ の何年間あま り 良く なった実感はあり ま せん。
印刷する だけの仕事は経費の無駄ではないのですか？
そも そも 男と 女は違う と 思う 。 全て平等と いう 事がおかし い。 最近自分の言い分ばかり 言う
女性が多く なったと 思いま す。 自分の母は農家に嫁に来て本当に耐えて、 がんばってき たの
を見ている と 、 今の女性は耐えてがんばる と いう 気持ちが無い。 あく ま で行政は権利と 義務
を教育すべき だと 思いま す。
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100

115

119

120

121

109

111

112

113

114

男女共同参画社会について賛成だが、 何でも 女性を入れれば良いと いう も のでも ないと 思
う 。 男女のﾊ゙ ﾗﾝｽが必要な事も ある と 思う 。 私自身古い観念にと ら われており 、 ある 年令以
上の人には急ぐ こ と は無理かも し れない。 若い人達が何を必要と し ている か耳を傾ける こ と
が必要と し ている か耳を傾ける こ と が必要ではないかと 思う 。

101
子供を預けて仕事でき る 環境を更に整備する こ と で女性の会社進出をし やすく なる と 思いま
す。

103
家庭の中で男女がお互いを認め、 役割分担し て協力する 姿勢を作っていく こ と が大切だと 考
えま す。
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番号 意見

123 行政主導の対策が必要。
124 町をあげて協力盛り 上げてほし い。 ﾌ゚ ﾗﾝだけでは駄目、 実行ある のみ。

127 男性・ 女性と かでは無く 、 人間みな思いやり を持って生活する こ と が大事では?

130 自然の生活の中であま り 強制はし ない方が良いと 思いま す。

135 寒川町の活力維持のためにも 必要な事と 考える 。

141 女性議員半数を

143 老若男女と わず生活し やすい寒川町に
144 日本的な古い考えが残っている 限り 、 なかなか難し いと こ ろも ある と 思いま す。
145 思いやり と 協調性が必要です。

色々の人の意見をお聞き し たり 、 お話をし ま すが、 なかなか自分の意見を未だはっき り でき
なく 色々考えてま す。 人の心を大事に考えて、 皆が楽し く 良い社会に生活でき る よ う にこ れ
から 私も 色々と 本を読んだり 他人のお話を聞いたり し ていき たいと 考えており ま す。
人間と し ての思いやり の心があれば助け合って社会でも 職場でも 家庭でも 実現でき る と いつ
も 思っていま す。

最近ﾏﾀﾊﾗと いう 言葉を耳にする よ う になり ま し た。 子供（ 人） を育てる と いう こ と は、 と て
も 大変なこ と です。 自分の意志で働き たいと いう 人も いれば、 働かざる を得ない人も いま
す。 多く の女性が働き やすい環境にする 為に、 制度も 必要ですが男女共に未婚者、 既婚者も
子育てに対する 理解をする 必要がある と 思いま す。 特に日本は意識がま だま だ低いので、
も っと 関心を持ってほし いと 願いま す。

男女に差別をつけてはいけない。 男性は女性をいたわり 女性が常に明る く 暮ら すこ と ができ
る 社会ｼｽﾃﾑを構築する 必要がある 。
あま り 声高に推進する のではなく 穏やかに、 そし て女性を弱い立場と 決めつけず、 女性自身
も 強い自立心を持つよ う になれたら 良いと 思いま す。

ま だま だ男尊女卑の考えが根強い日本。 学校生活でと ても 優秀な女性は、 社会生活で、 その
能力を活かし ても ら えず、 女性と いう こ と で厳し い環境の中に立たさ れる 。 その為には行政
も 地域社会も も っと ﾊ゙ ｯｸｱｯﾌ゚ し ていく べき 。 女だから と いう 考えでなく その人に合った社会
生活ができ る よ う 寒川町の行政に期待し ていま す。

女性の社会進出機会の場も 多く なり 、 支援ｼｽﾃﾑも 構築さ れてき た。 し かし 、 現実は仕事と 家
庭の両立には葛藤があり 、 議論し ても 解決し ない。 せっかく のｼｽﾃﾑを活用する 余裕がないか
ら である 。 こ れは労働生産性が低すぎる こ と に起因する 。 女性の働き やすい職場を提供し 続
ける こ と と 労働生産性を上げる べく あく なき 改善努力をし 時間をつく り だす以外に解決策は
ないと 思う 。

昔に比べて男女差別は少ないと 思う が、 なかなか無く なら ないのが現状です。 夫婦共働き で
も 子ど も が熱出し た等でお迎えに行く のは母親が多いと 思いま すし 、 子ど も が病気でやむを
えず仕事を休ま なければいけなく なって職場の人に迷惑をかけてし ま ったり 、 母親が仕事を
する には本当に大変な事が多いと 思いま す。 保育園児も 幼稚園児も 小学生も 利用でき る 【 病
後児保育】 を寒川町内に作って頂き たいです。 そう すれば、 近く に子ど も を預ける 所（ 実家
等） がなく ても 働けなかったお母さ んも 働き やすく いなる と 思いま す。 よ ろし く お願いし ま
す。

性別に関係なく 皆が等し く 自ら のﾜー ｸﾗｲﾌﾊ゙ ﾗﾝｽを自ら 主導権をも って決定でき る 会社を望み
ま す。 その点においては特に教育現場で若い世代への働き かけ、 啓発活動から 始め、 その他
の世代へと 広げていく のが良いかと 考えていま す。
自分は60才を過ぎてそれほど 社会に関連し ていないけれど 、 子供や孫の事を考える と 男女共
同に向かって欲し い。

小さ な子供がいても 働ける 会社を増やし て欲し い。 公立の幼稚園を作って平等な学校生活を
送れる よ う にし てほし い。

真の男女共同参画社会実現さ せる のは容易ではないと 思う 。 ｱﾝｹー ﾄの目的に「 男女が共に人
権を尊重し ･･･」 と あり ま すがそれは当然のこ と 。 ただ性差を無視する こ と はでき ない、 ま
た設問の多く が女性が働き 続ける 事に重点が置かれている と 感じ 、 それは問6、 7の社会構造
が整ってこ そ実現する も のと 思う し 、 何よ り も 今を生き る 人々の意識改革が最も 重要なので
はと 思いま す。
私は小さ い子供が3人いま す。 子供に「 おかえり 」 と 言ってあげたいので、 子供が学校に
行っている 間の時間帯に働ける 場が増えてく れたら と 思いま す。 9: 00～2: 00ま でのみ( 土日
×) の採用が多い所に援助を出すと か？なーんて甘いですよ ね。

男性優位社会は男性が押し つけている も のばかり では無く 、 女性の甘えも 有る かと 思いま
す。 権利だけでなく 、 責任を積極的に受け入れる 心構えが人間にと って必要な心構えであ
り 、 そう いう 人が増えれば男女差は無く なっていく と 信じ ていま す。

男女共同体である こ と を子供の頃から 自然に身に備わっていく よ う になる 教育がいいと 思い
ま す。

140

142

146

133

134

136

137

139

132

125

126

128

129

131

138

122
1. 個人の自立。 2. 家庭生活の建設。 3. 地方共同社会存在の連帯感。 4. 自衛と 経済の国民意識
を持つこ と 。
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番号 意見
147 共同参加でき る 場を小単位で設ける こ と 。 ﾎ゙ ﾗﾝﾃｨｱに参加する こ と 。

150 老人だから なんと も 言えない。
何事も 真実に合わせて考えていけば自然になすべき 事、 し てはなら ない事がわかる はず。 そ
れは各自の環境によ る ので仕方ないと 思う 。 全ての決め事は正し い真実の基本から 学び決め
ら れていく も のだと 思う 。
「 女性のﾘ ﾀーﾞ がー増えれば良い」 と いう 単純な問題ではないと 思う 。 家事･育児･介護等は家
庭間で問題なく 平等にでき ていれば、 第三者等が口を出す必要も ない。 女性が･･･、 男性
が･･･と 不満がど こ かである なら 、 それぞれの特性を考慮し 解決に向け話し 合いが必要だと
思う 。
大人になってから だと なかなか考え方を変える のは難し いと 思う ので、 現代の子には幼い頃
から 自立意識や男女平等を推進する 教育を受けても ら いたい。

最近はだいぶ女性の立場が見直さ れ女性が働き やすい環境になってき たと 思いま すが、 出
産･子育て後の職場復帰など 、 ま だま だ難し い面が有る よ う に思いま す。 家庭･職場･地域・
社会での理解を求めま す。

社会的には男が上で女が家庭を守る 考えが強いと 思う 。 子供が小さ い頃から 男女間の差別を
無く す教育が必要。 家庭内を円満にする には家での男性の行動が大事。 こ れから は女性も 外
で働き やすいよ う に子育てで支援が必要。

152

153

149

151

148
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○さむかわ男女共同参画プラン推進協議会設置要綱  

改正 平成 25 年 4月 1日 
  

 

(設置) 

第 1 条 本町における男女平等参画社会の実現をめざし、行政等と連携して、女

性行政を総合的に推進するため、さむかわ男女共同参画プラン推進協議会(以下

「協議会」という。)を設置する。  

(所掌事項) 

第 2 条 協議会の所掌事務は、次のとおりとする。  

(1) さむかわ男女共同参画プランの策定及び推進に関すること。  

(2) 女性を取り巻く諸問題解決のための施策のあり方に関すること。  

(3) その他推進協議会の目的を達成するために必要な事項  

(組織) 

第 3 条 協議会は、委員 15 人以内で組織する。  

2 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。  

(1) 町教育委員会委員  

(2) 関係団体の代表者  

(3) 町内の企業関係者  

(4) 一般公募者  

(任期) 

第 4 条 委員の任期は、2年とする。ただし、欠員が生じた場合の補欠委員の任期

は、前任者の残任期間とする。  

(会長及び副会長) 

第 5 条 協議会に会長及び副会長各 1人を置き、委員の互選により定める。  

2 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。  

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代表する。  

(会議) 

第 6 条 協議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が必要があると認めたと

きに招集し、その議長となる。  

2 会議は、委員の定数の過半数が出席しなければ、開くことができない。  

3 会長は、会議の運営上必要があると認めるときは、委員以外の者に出席を求め、

その説明又は意見を聴くことができる。  

(庶務) 

第 7 条 協議会の庶務は、町民部協働文化推進課において処理する。  

(委任) 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営等に必要な事項は、協議会

に諮って定める。  
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附 則  

1 この要綱は、平成 12 年 9 月 1 日から施行する。  

2 この要綱の施行の際、最初に任命される委員の任期は、第 4条の規定にかかわ

らず当該任命の日から平成 14 年 3 月 31 日までとする。  

 

附 則  

この要綱は、平成 14 年 4 月 1 日から施行する。  

 

附 則  

この要綱は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。  

 

附 則(平成 19 年 4 月 1 日)  

この要綱は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する 

 

附 則(平成 25 年 4 月 1 日)  

この要綱は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。  



選出区分 氏　名 備　考

1 町教育委員会の委員 　大関
おおぜき

　博之
ひろゆき 教育委員会委員

2 　柴田
しばた

　育江
やすえ 神奈川県立かながわ男女共同参画セ

ンター　H27.4.1 ～ H27.5.31

3 　松谷
まつや

　順子
じゅんこ 神奈川県立かながわ男女共同参画セ

ンター　H27.6.1 ～

4 　中村
なかむら

　武仁
たけひと 寒川町小中学校長会

5 　橋本
はしもと

　晴美
はるみ 寒川町婦人会

6 　小島
こじま

　八重子
や え こ かながわ女性会議

7 　野田
の だ

　燈
あかり 社会福祉法人　青い鳥

8 　加藤
かとう

　美千枝
み ち え 国際ソロプチミスト寒川

9 　中島
なかじま

　光子
みつこ (福)恩賜財団神奈川県同胞援護会

（寒川町立旭保育園施設長）

10 　原
はら

　和子
かずこ 茅ヶ崎保健福祉事務所

H27.4.1～H27.5.31

11 　山本
やまもと

　千恵
ち え 茅ヶ崎保健福祉事務所

H27.6.1～

12 町内の企業関係者 　矢澤
やざわ

　茂
しげる 企業の代表（寒川町工業協会）

H27.8.14～

13 〃 　及川
おいかわ

　浩子
こ う こ 勤労者の代表（湘南地域連合）

14 公募による町民 　原
はら

　美代子
み よ こ

15 〃 　三澤
みさわ

　みあき

任期：H27.4.1～H29.3.31

◎会長　○副会長

関係団体の代表者

さむかわ男女共同参画プラン推進協議会委員名簿

◎ 

○ 
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○さむかわ男女共同参画プラン連絡会設置要綱 

 
 

改正 平成 12 年 5月 16 日 
 

                     注 平成 26 年 4月から改正経過を注記した。 

(設置) 

第 1 条 さむかわ男女共同参画プランの各事業を推進し、各課等の調整を図るた

め、庁内にさむかわ男女共同参画プラン連絡会(以下「連絡会」という。)を設

置する。  

(所掌事務) 

第 2 条 連絡会の所掌事務は、次のとおりとする。  

(1) さむかわ男女共同参画プランの原案の策定に関すること。  

(2) さむかわ男女共同参画プランに係わる各課等との調整及び推進に関すること。  

(3) その他さむかわ男女共同参画プランの実施に必要な事項に関すること。  

(組織) 

第 3 条 連絡会は、別表第 1に掲げる者をもって組織する。  

(会長及び副会長の職務) 

第 4 条 連絡会に会長及び副会長を置く。  

2 会長には町民環境部長を、副会長には協働文化推進課長をもって充てる。  

3 会長は、会務を総理し、連絡会を代表する。  

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。  

(会議) 

第 5 条 連絡会の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。  

2 会長は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、説明又は、意見を聴くこと

ができる。  

(作業部会) 

第 6 条 連絡会は、さむかわ男女共同参画プランの原案の策定に必要な資料収集

及び検討、調整をさせ、並びにその原案を作成させるため作業部会を置く。  

2 作業部会は、別表第 2に掲げる所属の指導主事、主幹、技幹、副主幹、副技幹

又は主査をもって組織する。  

(部会長及び副部会長) 

第 7 条 作業部会に部会長及び副部会長を置く。  

2 部会長及び副部会長は、会長が指名する。  

3 部会長は、会務を総理し、作業部会を代表する。  

4 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故あるとき又は欠けたときは、その

職務を代理する。  

5 部会長は、作業部会において検討した事項を連絡会に報告しなければならない。 

(庶務) 
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第8条 連絡会及び作業部会の庶務は、町民部協働文化推進課において処理する。

  

(委任) 

第 9 条 この要綱に定めるもののほか、連絡会、作業部会の運営に関し、必要な

事項は連絡会に諮って定める。  

 

附 則  

この要綱は、平成 12 年 5 月 16 日から施行する。  

附 則 （平成 13 年 4 月 1 日）  

この要綱は、平成 13 年 4 月 1 日から施行する。 

  附 則（平成 16 年 5 月 12 日） 

この要綱は、平成 16 年 5 月 12 日から施行する。 

  附 則（平成 19 年 4 月 1 日） 

この要綱は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

  附 則（平成 23 年 4 月 1 日） 

この要綱は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

  附 則（平成 25 年 4 月 1 日） 

この要綱は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

  附 則（平成 26 年 4 月 1 日）  

この要綱は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

 別表第 1(第 3 条関係)  

（平成 26 年 4 月 1 日・一部改正） 

さむかわ男女共同参画プラン連絡会  

 職名 

1 町民部長 

2 総務部総務課長 

3 町民部協働文化推進課長 

4 町民部町民窓口課長 

5 福祉部高齢介護課長 

6 健康子ども部子ども青少年課長 

7 健康子ども部健康・スポーツ課長 

8 環境経済部産業振興課長 

9 教育委員会教育総務課長 

10 教育委員会学校教育課長 

11 教育委員会公民館長 

12 教育委員会寒川総合図書館長 

13 その他町長が指定する職員 

 

別表第 2(第 6 条関係)  

（平成 26 年 4 月 1 日・一部改正） 

作業部会  

  職名 

1 総務部総務課 

2 町民部協働文化推進課 

3 町民部町民窓口課 

4 福祉部高齢介護課 

5 健康子ども部子ども青少年課 

6 健康子ども部健康・スポーツ課 

7 環境経済部産業振興課 

8 教育委員会教育総務課 

9 教育委員会学校教育課 

10 教育委員会公民館 

11 教育委員会寒川総合図書館 

12 その他町長が指定する課等 
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第４次さむかわ男女共同参画プラン策定に関する検討経過 

年 月 日 項           目 

平成２７年 ４月１５日 平成２７年度第１回さむかわ男女共同参画プラン連絡会開催 

・第４次さむかわ男女共同参画プラン策定について 

・「男女共同参画社会」アンケート調査（案）実施について 

・「第４次さむかわ男女共同参画プラン」策定スケジュール（案）について 

平成２７年 ６月２４日 平成２７年度第２回さむかわ男女共同参画プラン連絡会開催 

・「第３次さむかわ男女共同参画プラン」平成２６年度事業報告について 

・「第３次さむかわ男女共同参画プラン」平成２７年度事業計画について 

・「男女共同参画社会」アンケート調査結果概要について 

・第４次さむかわ男女共同参画プラン基本目標、施策の方向（案）につい

て 

平成２７年 ７月 ９日 平成２７年度第１回さむかわ男女共同参画プラン推進協議会及び平成２７年

度第３回さむかわ男女共同参画プラン連絡会開催 

・委嘱状の交付 

・会長、副会長の選出 

・「第３次さむかわ男女共同参画プラン」平成２６年度事業実績の評価につ

いて 

・「第３次さむかわ男女共同参画プラン」平成２７年度事業計画について 

・「男女共同参画社会」アンケート調査結果概要について 

・第４次さむかわ男女共同参画プラン基本目標・施策に基本的方向（案）

について 

平成２７年 ８月２０日 

～     ８月２８日 

第４次さむかわ男女共同参画プラン実施計画に係るヒアリング実施 

・関係各課等との実施計画予定事業についての状況把握（１１課１３担当） 

平成２７年 ９月１７日 平成２７年度第２回さむかわ男女共同参画プラン推進協議会開催 

・第３次さむかわ男女共同参画プラン平成２６年度事業実績評価のまとめ

について 

・第４次さむかわ男女共同参画プラン（素案）について 
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平成２７年 ９月３０日 平成２７年度第４回さむかわ男女共同参画プラン連絡会開催 

・第４次さむかわ男女共同参画プラン（素案）について 

平成２７年１０月２０日 平成２７年度第３回さむかわ男女共同参画プラン推進協議会開催 

・第４次さむかわ男女共同参画プラン（素案）について 

平成２７年１２月１４日 

～平成２８年１月１７日 

第４次さむかわ男女共同参画プラン（案）のパブリックコメント手続き実施 

＜配布場所＞町役場１階ロビー、役場２階協働文化推進課窓口、寒川町民セ

ンター、同センター分室、北部文化福祉会館、南部文化福祉会館、健康管理

センター、寒川総合体育館、寒川総合図書館、町ホームページ 

＜意見等＞１２件 

平成２８年 １月２８日 平成２７年度第５回さむかわ男女共同参画プラン連絡会開催 

 ・「第４次さむかわ男女共同参画プラン」（案）パブリックコメント実施結

果報告書（案）について 

・第４次さむかわ男女共同参画プランについて 

平成２８年 ２月 ２日 平成２７年度第４回さむかわ男女共同参画プラン推進協議会開催 

 ・「第４次さむかわ男女共同参画プラン」（案）パブリックコメント実施結

果報告書（案）について 

・第４次さむかわ男女共同参画プランについて 

平成２８年 ３月２８日 「第４次さむかわ男女共同参画プラン ～男女がともに輝くように～」決定 
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男女共同参画に関する動向 

年 世界 日本 神奈川県・寒川町 

1975 

（昭和 50 年） 

・国際婦人年 

・第 1 回世界女性会議（国

際婦人年世界会議）「世界

行動計画（メキシコ宣言）」

採択 

・「国際婦人年にあたり､婦

人の社会的地位の向上をは

かる決議」採択（国会） 

・総理府に婦人問題企画推

進本部設置 

・「国際婦人年にあた

り､婦人の社会的地位

の向上をはかる決議」

採択（県議会） 

1976 

（昭和 51 年） 

・国連婦人の 10 年 

（ ～85 年） 

・民法改正（離婚復氏制度） ・知事室に婦人関係行

政の窓口設置 

1977 

（昭和 52 年） 

  ・「国内行動計画」策定（婦

人問題企画推進本部） 

・「国内行動計画前期重点

目標」発表（総理府婦人問

題担当室） 

・国立婦人教育会館開館 

・県民総務室に婦人班

設置 

・県婦人問題懇話会設

置 

1978 

（昭和 53 年） 

    ・新神奈川計画に婦人

総合センター（現在の

かながわ女性センタ

ー）を位置づけ 

1979 

（昭和 54 年） 

・女子差別撤廃条約採択

（国連） 

  ・婦人総合センター基

本構想策定（県） 

1980 

（昭和 55 年） 

・国連婦人の 10 年中間年

世界会議（コペンハーゲ

ン）「国連婦人の 10 年後

半期行動プログラム」採択 

・民法改正（配偶者の相続

分、81 年施行） 

・女子差別撤廃条約に署名 

・国連婦人の 10 年中間年

全国会議（総理府） 

・県民部に婦人総合セ

ンター建設準備室設

置 

 

1981 

（昭和 56 年） 

・ILO156 号条約「男女労

働者特に家族的責任を有

する労働者の機会均等及

び均等待遇に関する条約

（家族的責任条約）」及び

「同勧告」採択（ILO 総会） 

・「国内行動計画後期重点

目標」決定（婦人問題企画

推進本部） 

・「パートバンク」設置開

始（労働省） 

・県婦人問題懇話会

「神奈川婦人の地位

向上プラン（仮称）の

策定に向けて」提言 
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年 世界 日本 神奈川県・寒川町 

1982 

（昭和 57 年） 

  ・「雇用における男女平等

の判断基準の考え方につ

いて」報告（労働省） 

・労働基準局、婦人少年局、

職業安定局の合同で男女

平等法制定準備室発足（労

働省） 

・かながわ女性元年 

・かながわ女性プラン

策定 

・かながわ女性会議結

成 

・県立婦人総合センタ

ー開館 

・県民部に婦人企画室

設置 

・労働部に勤労婦人班

設置 

・県婦人問題協議会設

置 

1983 

（昭和 58 年） 

    ・新神奈川計画に「男

女共同社会の確立」を

位置づけ 

・県審議会等への女性

の参加推進要綱制定 

1984 

（昭和 59 年） 

  ・国籍法、戸籍法改正（父

母両系主義、85 年施行） 

・パートタイム労働対策要

綱制定（労働省） 

・県雇用平等推進協議

会設置 

1985 

（昭和 60 年） 

・国連婦人の 10 年最終年

世界会議（ナイロビ）「ナ

イロビ将来戦略勧告」採択 

・国民年金法改正（専業主

婦の基礎年金保証、86 年

施行） 

・男女雇用機会均等法公布

（86 年施行） 

・女子差別撤廃条約批准

（86 年発効） 

 

1986 

（昭和 61 年） 

  ・第 3 次寒川町総合

計画に「男女平等社会

の確立のために」を位

置づけ 
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年 世界 日本 神奈川県・寒川町 

1987 

（昭和 62 年） 

 ・「西暦 2000 年に向け

ての新国内行動計画」策定

（婦人問題企画推進本部） 

・所得税法改正（配偶者特

別控除制度新設） 

・新かながわ女性プラ

ン策定 

・かながわ女性会議民

間行動計画「私たちの

行動計画・かながわ」

策定 

1988 

（昭和 63 年） 

・女子差別撤廃条約履行状

況に関する日本政府報告

書審議（第 1 回） 

・労働基準法改正（週 40

時間制） 

 

1989 

（平成元年） 

・「児童の権利に関する条

約」採択（国連） 

・新学習指導要領告示（家

庭科教育男女同一教育課

程実現等） 

・パートタイム労働指針制

定 

・県婦人問題協議会を

県女性問題協議会に

名称変更 

1990 

（平成 2 年） 

・「ナイロビ将来戦略見直

し勧告」採択（国連） 

   

1991 

（平成 3 年） 

  ・育児休業法公布（92 年

施行) 

・「西暦 2000 年に向け

ての新国内行動計画」第一

次改定 

・新かながわ女性プラ

ン改定実施計画策定 

・県民部婦人企画室を

同女性政策室に、県立

婦人総合センターを

同かながわ女性セン

ターに名称変更 

・県審議会等の委員へ

の女性の登用推進要

綱制定 

1992 

（平成 4 年） 

・環境と開発に関する国連

会議（リオデジャネイロ） 

・初の婦人問題担当大臣誕

生（内閣官房長官兼任） 

 

1993 

（平成５年） 

・国連世界人権会議（ウィ

ーン）「ウィーン宣言」採

択 

・「女性に対する暴力の撤

廃に関する宣言」採択（国

連） 

・パートタイム労働法公

布、施行 

・初の女性衆議院議長誕生 

 

 



71 

 

 

年 世界 日本 神奈川県・寒川町 

1994 

（平成 6 年） 

・女子差別撤廃条約履行状

況に関する日本政府報告

書審議（第２回、第 3 回） 

・「開発と女性」に関する

第 2 回アジア太平洋大臣

会議（ジャカルタ）「ジャ

カルタ宣言及び行動計画」

採択 

・男女共同参画推進本部設

置（内閣） 

・男女共同参画室、男女共

同参画審議会設置（総理

府） 

・「今後の子育て支援のた

めの施策の基本的方向に

ついて（エンゼルプラン）」

策定（文部、厚生、労働、

建設の４大臣合意） 

・第 1 回東アジア女

性フォーラム（現アジ

ア女性友好交流会議）

をかながわ女性セン

ターで開催 

1995 

（平成 7 年） 

・第 4 回世界女性会議（北

京）NGO フォーラム開催

「北京宣言及び行動網領」

採択 

・育児休業法改正（介護休

業制度の法制化、98 年施

行） 

・ILO156 号条約（家族的

責任条約）批准 

・県に女性副知事誕生 

1996 

（平成 8 年） 

  ・男女共同参画推進連携会

議（えがりてネットワー

ク）発足 

・「男女共同参画 2000

年プラン」策定（男女共同

参画推進本部） 

・「神奈川県立かなが

わ女性センターの今

後の運営について」答

申 

・第４次寒川町総合計

画に「女性の自立と社

会参画の推進」を位置

づけ 

1997 

（平成 9 年） 

  ・男女雇用機会均等法改正

（女子差別禁止、ｾｸﾊﾗ防止

義務等、99 年施行） 

・労働基準法改定（女子保

護規定廃止、99 年施行） 

・育児・介護休業法改正（深

夜業制限の権利創設、99

年施行） 

・介護保険法公布（00 年

施行） 

・かながわ新総合計画

21 に「男女共同参画

社会の実現」を位置づ

け 

・かながわ女性プラン

21 策定 

・かながわ女性センタ

ーで、「女性総合相談」

窓口設置 

・女性への暴力相談等

関係機関連絡会発足

（県） 
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年 世界 日本 神奈川県・寒川町 

1998 

（平成 10 年） 

  ・さむかわ女性プラン

策定準備会設置 

1999 

（平成 11 年） 

  ・男女共同参画社会基本法

公布、施行 

・食糧・農業・農村基本法

の公布、施行（女性の参画

の促進） 

・「重点的に推進すべき少

子化対策の具体的実施計

画について（新エンゼルプ

ラン）」策定（大蔵、文部、

厚生、労働、建設、自治の

６大臣の合意） 

・女性への暴力相談

「週末ホットライン」

開設（県） 

・さむかわ女性プラン

策定委員会設置 

2000 

（平成 12 年） 

・国連特別総会 ｢女性

2000 年会議」（ニュー

ヨーク）「政治宣言」及び

「成果文書」採択 

・女性と仕事の未来館開館 

・ストーカー規制法公布、

施行 

・「男女共同参画基本計画」

閣議決定 

・「男女共同参画週間」に

ついて決定（男女共同参画

推進本部） 

・かながわ女性センタ

ーで「女性への暴力相

談」窓口設置 

・ストーカー対策室設

置（県警察本部） 

・企画課に文化女性担

当設置（町） 

・「さむかわ男女共同

参画プラン」策定 

・さむかわ男女共同参

画プラン推進協議会

設置 

2001 

（平成 13 年） 

  ・男女共同参画局、男女共

同参画会議設置（内閣府） 

・配偶者暴力防止法公布、

一部施行 

・「女性に対する暴力をな

くす運動」について決定

（男女共同参画推進本部） 

・配偶者暴力相談窓口

設置（県） 

・県･市町村･民間団体

との協働による一時

保護施設を運営（県） 
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年 世界 日本 神奈川県・寒川町 

2002 

（平成 14 年） 

  ・配偶者暴力防止法完全施

行 

・神奈川県男女共同参

画推進条例公布、施行 

・神奈川県男女共同参

画審議会設置 

・寒川町総合計画さむ

かわ 2020 プランに

「男女協働参画社会

の実現」を位置づけ 

・配偶者暴力相談支援

センター設置（県） 

2003 

（平成 15 年） 

・女子差別撤廃条約履行状

況に関する日本政府報告

書審議（第４回、第５回） 

・「女性のチャレンジ支援

策の推進について」決定

（男女共同参画推進本部） 

・次世代育成支援対策推進

法公布（05 年全面施行） 

・改正パートタイム労働指

針適用 

・「かながわ男女共同

参画推進プラン」策定 

2004 

（平成 16 年） 

  ・配偶者暴力防止法改正、

施行 

・初の女性参議院議長誕生 

・育児・介護休業法改正（育

児・介護取得の期間雇用者

への拡大、育児休業期間の

延長、子の看護休暇の創設

等、05 年施行） 

 

2005 

（平成 17 年） 

・第 49 回国連婦人の地位

委員会（「北京＋10」世

界閣僚級会合）開催（ニュ

ーヨーク）「北京宣言及

び行動綱領」及び「女性

2000 年会議成果文書」

完全実施に向けた一層の

取り組みを国際社会に求

める宣言を採択 

・「女性の再チャレンジ支

援プラン」策定（女性の再

チャレンジ支援策検討会

議） 

・「男女共同参画基本計画

（第２次）」閣議決定 

・かながわ女性センタ

ーに「かながわ女性キ

ャリア支援センター」

を設置 
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年 世界 日本 神奈川県・寒川町 

2006 

（平成 18 年） 

・第 50 回国連婦人の地位

委員会開催（ニューヨー

ク）開発における女性の参

画促進・意思決定過程にお

ける男女の平等な参画等 

・第 1 回東アジア男女共

同参画担当大臣会合開催

（東京） 

・「国の審議会等における

女性委員の登用の促進に

ついて」決定（男女共同参

画推進本部） 

・男女雇用機会均等法改正

（間接差別禁止、男性を含

むセクハラ禁止等、07 年

施行） 

・「女性の再チャレンジ支

援プラン」改定（女性の再

チャレンジ支援策検討会

議） 

・「かながわ DV 被

害者支援プラン」策定 

・「第二次さむかわ男

女共同参画プラン～

男女がともに輝くよ

うに～」策定 

2007 

（平成 19 年） 

・第 51 回国連婦人の地位

委員会開催（ニューヨー

ク）女児に対するあらゆる

形態の差別及び暴力の撤

廃等 

・第 2 回東アジア男女共

同参画担当大臣会合開催

（ニューデリー） 

・パートタイム労働法の改

正（均衛の取れた処遇の確

保の促進、08 年施行） 

・配偶者暴力防止法改正

（08 年施行） 

・「仕事と生活の調和（ワ

ーク･ライフ･バランス）憲

章」「仕事と生活の調和推

進のための行動指針」策定

（仕事と生活の調和推進

官民トップ会議） 

・初の女性議会議長誕

生（町） 

・町民課に住民協働担

当設置、男女共同参画

関連事務の所管を変

更（町） 

200８ 

（平成 20 年） 

・第 52 回国連婦人の地位

委員会開催（ニューヨー

ク）ジェンダー平等及び女

性のエンパワーメントの

ための資金調達等 

・女子差別撤廃条約履行状

況に関する日本政府報告

書審議（第６回） 

・仕事と生活の調和推進室

設置（内閣府） 

・「女性の参加加速プログ

ラム」決定（男女共同参画

推進本部） 

 

・「かながわ男女共同

参画推進プラン（第 2

次）」策定 
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年 世界 日本 神奈川県・寒川町 

2009 

（平成 21 年） 

・第 53 回国連婦人の地位

委員会開催（ニューヨー

ク）ＨＩＶ／ＡＩＤＳのケ

ア提供を含む男女間の平

等な責任分担等 

・第 3 回東アジア男女共

同参画担当大臣会合開催

（ソウル） 

・ＤＶ相談ナビ開設 ・「かながわＤＶ被害

者支援プラン」改定 

2010 

（平成 22 年） 

・第５4 回国連婦人の地位

委員会（「北京＋１５」記

念会合）開催（ニューヨー

ク）「北京宣言及び行動

綱領」及び「女性 2000

年会議成果文書」完全実

施に向けた一層の取り組

みを国際社会に求める宣

言を採択 

・「仕事と生活の調和（ワ

ーク･ライフ･バランス）憲

章」「仕事と生活の調和推

進のための行動指針」新合

意（仕事と生活の調和推進

官民トップ会議） 

・「第３次男女共同参画基

本計画」閣議決定 

・「かながわ女性セン

ターのあり方につい

て」まとめ 

２０１１ 

（平成２３年） 

・第５５回国連婦人の地位

委員会開催（ニューヨー

ク）完全雇用とディーセン

ト・ワークへの女性の平等

なアクセスの促進のため

を含む教育、訓練及び科

学・技術への女性と女児の

アクセス及び参画を採択 

 ・第３次さむかわ男女

共同参画プラン策定 

 

 

２０１２ 

（平成２４年） 

 

 

 

 

 

・第５６回国連婦人の地位

委員会開催（ニューヨー

ク）「自然災害におけるジ

ェンダー平等と女性のエ

ンパワーメント」決議案採

択 

「『女性の活躍促進によ

る経済活性化』行動計画」

策定 
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年 世界 日本 神奈川県・寒川町 

２０１３年 

（平成２５年） 

 「配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等に

関する法律」改正（平成

２６年１月施行） 

・「かながわ男女共同

参画推進プラン（第３

次）」策定 

・協働文化推進課に文

化担当を設置、男女共

同参画関連事務の所

管を変更（町） 

 

２０１４年 

（平成２６年） 

・第５８回国連婦人の地位

委員会「自然災害における

ジェンダー平等と女性の

エンパワーメント」決議案

採択 

・「日本再興戦略」改訂２

０１４（平成２６年６月

２４日閣議決定）に「『女

性が輝く社会』の実現」

が掲げられる。 

・女性が輝く社会に向け

た国際シンポジウム（Ｗ

ＡＷ！Ｔｏｋｙｏ２０１

４）開催 

・「かながわＤＶ被害

者支援プラン」改訂 

２０１５年 

（平成２７年） 

・第５９回国連婦人の地位

委員会／「北京＋２０」開

催 第３回国連防災世界

会議（仙台）「仙台防災枠

組」採択 

・「女性活躍加速のための

重点方針２０１５」策定 

・「女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する法

律」公布 

 

・県立かながわ女性セ

ンターをかながわ男

女共同参画センター

（かなテラス）に名称

変更、藤沢合同庁舎に

移転 
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男女共同参画社会基本法 

（平成 11 年 6 月 23 日法律第 78 号） 

最終改正：平成 11年 12 月 22 日法律第 160 号 

 

 

 前文 

 第 1章 総則（第 1条～第 12 条）  

 第 2章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第 13 条～第 20条）  

 第 3章 男女共同参画会議（第 21 条～第 28 条）  

 附則  

 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向け

た様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努

力が必要とされている。 

 一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応し

ていく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その

個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を 21 世紀の我が国社会を決定する最重要課

題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進

を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向

かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推

進するため、この法律を制定する。 

   第 1 章 総則  

（目的）  

第 1 条  この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力あ

る社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並

びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#1000000000001000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#1000000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#1000000000003000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H11/H11HO078.html#5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%88%ea%8c%9b%81%5a&REF_NAME=%93%fa%96%7b%8d%91%8c%9b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に

推進することを目的とする。  

（定義）  

第 2 条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

⑴  男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあら

ゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及

び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。  

⑵  積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内におい

て、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重）  

第 3 条  男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別によ

る差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の

男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮）  

第 4 条  男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な

役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことによ

り、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制

度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするよ

うに配慮されなければならない。  

（政策等の立案及び決定への共同参画）  

第 5 条  男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体

における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されるこ

とを旨として、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  

第 6 条  男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の

養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、

かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならな

い。  

（国際的協調）  

第 7条  男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにか

んがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。  

（国の責務）  
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第 8条  国は、第 3条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基

本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を

含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務）  

第 9 条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に

準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務

を有する。  

（国民の責務）  

第 10 条  国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっ

とり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。  

（法制上の措置等）  

第 11 条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財

政上の措置その他の措置を講じなければならない。  

（年次報告等）  

第 12 条  政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。  

２  政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなけれ

ばならない。  

   第 2 章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第 13 条  政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）

を定めなければならない。  

２  男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

⑴  総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱  

⑵  前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項  

３  内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議

の決定を求めなければならない。  
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４  内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計

画を公表しなければならない。  

５  前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等）  

第 14 条  都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」と

いう。）を定めなければならない。  

２  都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

⑴  都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の大綱  

⑵  前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３  市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域

における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女

共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。  

４  都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変

更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

（施策の策定等に当たっての配慮）  

第 15 条  国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定

し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。  

（国民の理解を深めるための措置）  

第 16 条  国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう

適切な措置を講じなければならない。  

（苦情の処理等）  

第 17 条  国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会

の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による

差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合にお

ける被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。  

（調査研究）  

第 18 条  国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研

究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように

努めるものとする。  
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（国際的協調のための措置）  

第 19 条  国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関

との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るため

に必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  

第 20 条  国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団

体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な

措置を講ずるように努めるものとする。  

   第 3 章 男女共同参画会議  

（設置）  

第 21 条  内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。  

（所掌事務）  

第 22 条  会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

⑴  男女共同参画基本計画に関し、第 13 条第 3項に規定する事項を処理すること。  

⑵  前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成

の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。  

⑶  前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係

各大臣に対し、意見を述べること。  

⑷  政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施

策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及

び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（組織）  

第 23 条  会議は、議長及び議員 24 人以内をもって組織する。  

（議長）  

第 24 条  議長は、内閣官房長官をもって充てる。  

２  議長は、会務を総理する。  

（議員）  

第 25 条  議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

⑴  内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者  

⑵  男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者  

２  前項第 2号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の 10分の 5未満であってはならない。  
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３  第 1 項第 2号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の 10

分の 4未満であってはならない。  

４  第 1 項第 2号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期）  

第 26 条  前条第 1項第 2号の議員の任期は、2年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残

任期間とする。  

２  前条第 1項第 2号の議員は、再任されることができる。  

（資料提出の要求等）  

第 27 条  会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に

対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求め

ることができる。  

２  会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外

の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任）  

第 28 条  この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事

項は、政令で定める。  

 

   附 則 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、公布の日から施行する。  

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第 2条  男女共同参画審議会設置法（平成 9年法律第 7号）は、廃止する。  

   附 則 （平成 11 年 7 月 16 日法律第 102 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成 11年法律第 88号）の施行の日から施行す

る。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

⑵  附則第 10条第 1項及び第 5項、第 14条第 3項、第 23条、第 28条並びに第 30条の規定 公布

の日  

   附 則 （平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律（第 2条及び第 3条を除く。）は、平成 13 年 1 月 6 日から施行する。  
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雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 

（昭和 47 年 7 月 1 日法律第 113 号） 

最終改正：平成 26年 6月 13 日法律第 67 号 

 

 

 第 1章 総則（第 1条～第 4条）  

 第 2章 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等  

  第 1 節 性別を理由とする差別の禁止等（第 5条～第 10 条）  

  第 2 節 事業主の講ずべき措置（第 11条～第 13条）  

  第 3 節 事業主に対する国の援助（第 14 条）  

 第 3章 紛争の解決  

  第 1 節 紛争の解決の援助（第 15条～第 17条）  

  第 2 節 調停（第 18条～第 27条）  

 第 4章 雑則（第 28条～第 32 条）  

 第 5章 罰則（第 33条）  

 附則  

   第 1 章 総則 

（目的）  

第 1 条  この法律は、法の下の平等を保障する日本国憲法の理念にのつとり雇用の分野における男女

の均等な機会及び待遇の確保を図るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産後の健康の

確保を図る等の措置を推進することを目的とする。  

（基本的理念）  

第 2 条  この法律においては、労働者が性別により差別されることなく、また、女性労働者にあつて

は母性を尊重されつつ、充実した職業生活を営むことができるようにすることをその基本的理念とす

る。  

2  事業主並びに国及び地方公共団体は、前項に規定する基本的理念に従つて、労働者の職業生活の充

実が図られるように努めなければならない。  

（啓発活動） 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47HO113.html#1000000000002000000001000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47HO113.html#1000000000002000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47HO113.html#1000000000002000000003000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47HO113.html#1000000000003000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47HO113.html#1000000000003000000001000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47HO113.html#1000000000003000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47HO113.html#1000000000004000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47HO113.html#1000000000005000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S47/S47HO113.html#5000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%88%ea%8c%9b%81%5a&REF_NAME=%93%fa%96%7b%8d%91%8c%9b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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第 3条  国及び地方公共団体は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等について国

民の関心と理解を深めるとともに、特に、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保を妨

げている諸要因の解消を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。  

（男女雇用機会均等対策基本方針）  

第 4 条  厚生労働大臣は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する施策の基

本となるべき方針（以下「男女雇用機会均等対策基本方針」という。）を定めるものとする。  

2  男女雇用機会均等対策基本方針に定める事項は、次のとおりとする。  

⑴  男性労働者及び女性労働者のそれぞれの職業生活の動向に関する事項  

⑵  雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等について講じようとする施策の基本とな

るべき事項  

3  男女雇用機会均等対策基本方針は、男性労働者及び女性労働者のそれぞれの労働条件、意識及び就

業の実態等を考慮して定められなければならない。  

4  厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定めるに当たつては、あらかじめ、労働政策審

議会の意見を聴くほか、都道府県知事の意見を求めるものとする。  

5  厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定めたときは、遅滞なく、その概要を公表する

ものとする。  

6  前二項の規定は、男女雇用機会均等対策基本方針の変更について準用する。  

   第 2 章 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等  

    第 1 節 性別を理由とする差別の禁止等  

（性別を理由とする差別の禁止）  

第 5 条  事業主は、労働者の募集及び採用について、その性別にかかわりなく均等な機会を与えなけ

ればならない。  

第 6 条  事業主は、次に掲げる事項について、労働者の性別を理由として、差別的取扱いをしてはな

らない。  

⑴  労働者の配置（業務の配分及び権限の付与を含む。）、昇進、降格及び教育訓練  

⑵  住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利厚生の措置であつて厚生労働省令で定めるもの  

⑶  労働者の職種及び雇用形態の変更  

⑷  退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の更新  

（性別以外の事由を要件とする措置）  

第 7 条  事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事項に関する措置であつて労働者の性別以

外の事由を要件とするもののうち、措置の要件を満たす男性及び女性の比率その他の事情を勘案して
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実質的に性別を理由とする差別となるおそれがある措置として厚生労働省令で定めるものについて

は、当該措置の対象となる業務の性質に照らして当該措置の実施が当該業務の遂行上特に必要である

場合、事業の運営の状況に照らして当該措置の実施が雇用管理上特に必要である場合その他の合理的

な理由がある場合でなければ、これを講じてはならない。  

（女性労働者に係る措置に関する特例）  

第 8 条  前三条の規定は、事業主が、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障と

なつている事情を改善することを目的として女性労働者に関して行う措置を講ずることを妨げるも

のではない。  

（婚姻、妊娠、出産等を理由とする不利益取扱いの禁止等）  

第 9 条  事業主は、女性労働者が婚姻し、妊娠し、又は出産したことを退職理由として予定する定め

をしてはならない。  

2  事業主は、女性労働者が婚姻したことを理由として、解雇してはならない。  

3  事業主は、その雇用する女性労働者が妊娠したこと、出産したこと、労働基準法（昭和 22 年法律

第 49号）第 65条第 1項の規定による休業を請求し、又は同項若しくは同条第 2項の規定による休業

をしたことその他の妊娠又は出産に関する事由であつて厚生労働省令で定めるものを理由として、当

該女性労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。  

4  妊娠中の女性労働者及び出産後 1年を経過しない女性労働者に対してなされた解雇は、無効とする。

ただし、事業主が当該解雇が前項に規定する事由を理由とする解雇でないことを証明したときは、こ

の限りでない。  

（指針）  

第 10 条  厚生労働大臣は、第 5条から第 7条まで及び前条第 1項から第 3項までの規定に定める事項

に関し、事業主が適切に対処するために必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるもの

とする。  

2  第 4条第 4項及び第 5項の規定は指針の策定及び変更について準用する。この場合において、同条

第 4項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとする。  

    第 2 節 事業主の講ずべき措置  

（職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置）  

第 11 条  事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者の対応により当該

労働者がその労働条件につき不利益を受け、又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害さ

れることのないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他

の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%98%4a%93%ad%8a%ee%8f%80%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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2  厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を

図るために必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。  

3  第 4条第 4項及び第 5項の規定は、指針の策定及び変更について準用する。この場合において、同

条第 4項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとす

る。  

（妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置）  

第 12 条  事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、その雇用する女性労働者が母子保健法（昭

和 40年法律第 141 号）の規定による保健指導又は健康診査を受けるために必要な時間を確保するこ

とができるようにしなければならない。  

第 13 条  事業主は、その雇用する女性労働者が前条の保健指導又は健康診査に基づく指導事項を守る

ことができるようにするため、勤務時間の変更、勤務の軽減等必要な措置を講じなければならない。  

2  厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を

図るために必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものとする。  

3  第 4条第 4項及び第 5項の規定は、指針の策定及び変更について準用する。この場合において、同

条第 4項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」と読み替えるものとす

る。  

    第 3 節 事業主に対する国の援助  

第 14 条  国は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇が確保されることを促進するため、事

業主が雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となつている事情を改善するこ

とを目的とする次に掲げる措置を講じ、又は講じようとする場合には、当該事業主に対し、相談その

他の援助を行うことができる。  

⑴  その雇用する労働者の配置その他雇用に関する状況の分析  

⑵  前号の分析に基づき雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保の支障となつている事

情を改善するに当たつて必要となる措置に関する計画の作成  

⑶  前号の計画で定める措置の実施  

⑷  前三号の措置を実施するために必要な体制の整備  

⑸  前各号の措置の実施状況の開示  

   第 3 章 紛争の解決  

    第 1 節 紛争の解決の援助  

（苦情の自主的解決）  
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第 15 条  事業主は、第 6条、第 7条、第 9条、第 12条及び第 13 条第 1項に定める事項（労働者の募

集及び採用に係るものを除く。）に関し、労働者から苦情の申出を受けたときは、苦情処理機関（事

業主を代表する者及び当該事業場の労働者を代表する者を構成員とする当該事業場の労働者の苦情

を処理するための機関をいう。）に対し当該苦情の処理をゆだねる等その自主的な解決を図るように

努めなければならない。  

（紛争の解決の促進に関する特例）  

第 16 条  第 5 条から第 7条まで、第 9条、第 11条第 1項、第 12 条及び第 13条第 1項に定める事項

についての労働者と事業主との間の紛争については、個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律

（平成 13年法律第 112 号）第 4条、第 5条及び第 12 条から第 19条までの規定は適用せず、次条か

ら第 27 条までに定めるところによる。  

（紛争の解決の援助）  

第 17 条  都道府県労働局長は、前条に規定する紛争に関し、当該紛争の当事者の双方又は一方からそ

の解決につき援助を求められた場合には、当該紛争の当事者に対し、必要な助言、指導又は勧告をす

ることができる。  

2  事業主は、労働者が前項の援助を求めたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益

な取扱いをしてはならない。  

    第 2 節 調停  

（調停の委任）  

第 18 条  都道府県労働局長は、第 16条に規定する紛争（労働者の募集及び採用についての紛争を除

く。）について、当該紛争の当事者（以下「関係当事者」という。）の双方又は一方から調停の申請

があつた場合において当該紛争の解決のために必要があると認めるときは、個別労働関係紛争の解決

の促進に関する法律第 6条第 1項の紛争調整委員会（以下「委員会」という。）に調停を行わせるも

のとする。  

2  前条第 2項の規定は、労働者が前項の申請をした場合について準用する。  

（調停）  

第 19 条  前条第 1項の規定に基づく調停（以下この節において「調停」という。）は、3人の調停委

員が行う。  

2  調停委員は、委員会の委員のうちから、会長があらかじめ指名する。  

第 20 条  委員会は、調停のため必要があると認めるときは、関係当事者の出頭を求め、その意見を聴

くことができる。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%4f%96%40%88%ea%88%ea%93%f1&REF_NAME=%8c%c2%95%ca%98%4a%93%ad%8a%d6%8c%57%95%b4%91%88%82%cc%89%f0%8c%88%82%cc%91%a3%90%69%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%4f%96%40%88%ea%88%ea%93%f1&REF_NAME=%8c%c2%95%ca%98%4a%93%ad%8a%d6%8c%57%95%b4%91%88%82%cc%89%f0%8c%88%82%cc%91%a3%90%69%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%4f%96%40%88%ea%88%ea%93%f1&REF_NAME=%91%e6%8e%6c%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000400000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%4f%96%40%88%ea%88%ea%93%f1&REF_NAME=%8c%c2%95%ca%98%4a%93%ad%8a%d6%8c%57%95%b4%91%88%82%cc%89%f0%8c%88%82%cc%91%a3%90%69%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5%91%e6%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%88%ea%8e%4f%96%40%88%ea%88%ea%93%f1&REF_NAME=%8c%c2%95%ca%98%4a%93%ad%8a%d6%8c%57%95%b4%91%88%82%cc%89%f0%8c%88%82%cc%91%a3%90%69%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5%91%e6%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000
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2  委員会は、第 11条第 1項に定める事項についての労働者と事業主との間の紛争に係る調停のため

に必要があると認め、かつ、関係当事者の双方の同意があるときは、関係当事者のほか、当該事件に

係る職場において性的な言動を行つたとされる者の出頭を求め、その意見を聴くことができる。  

第 21 条  委員会は、関係当事者からの申立てに基づき必要があると認めるときは、当該委員会が置か

れる都道府県労働局の管轄区域内の主要な労働者団体又は事業主団体が指名する関係労働者を代表

する者又は関係事業主を代表する者から当該事件につき意見を聴くものとする。  

第 22 条  委員会は、調停案を作成し、関係当事者に対しその受諾を勧告することができる。  

第 23 条  委員会は、調停に係る紛争について調停による解決の見込みがないと認めるときは、調停を

打ち切ることができる。  

2  委員会は、前項の規定により調停を打ち切つたときは、その旨を関係当事者に通知しなければなら

ない。  

（時効の中断）  

第 24 条  前条第 1項の規定により調停が打ち切られた場合において、当該調停の申請をした者が同条

第 2項の通知を受けた日から 30 日以内に調停の目的となつた請求について訴えを提起したときは、

時効の中断に関しては、調停の申請の時に、訴えの提起があつたものとみなす。  

（訴訟手続の中止）  

第 25 条  第 18 条第 1項に規定する紛争のうち民事上の紛争であるものについて関係当事者間に訴訟

が係属する場合において、次の各号のいずれかに掲げる事由があり、かつ、関係当事者の共同の申立

てがあるときは、受訴裁判所は、4月以内の期間を定めて訴訟手続を中止する旨の決定をすることが

できる。  

⑴  当該紛争について、関係当事者間において調停が実施されていること。  

⑵  前号に規定する場合のほか、関係当事者間に調停によって当該紛争の解決を図る旨の合意がある

こと。  

2  受訴裁判所は、いつでも前項の決定を取り消すことができる。  

3  第 1項の申立てを却下する決定及び前項の規定により第 1項の決定を取り消す決定に対しては、不

服を申し立てることができない。  

（資料提供の要求等）  

第 26 条  委員会は、当該委員会に係属している事件の解決のために必要があると認めるときは、関係

行政庁に対し、資料の提供その他必要な協力を求めることができる。  

（厚生労働省令への委任）  

第 27 条  この節に定めるもののほか、調停の手続に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。  

   第 4 章 雑則  
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（調査等）  

第 28 条  厚生労働大臣は、男性労働者及び女性労働者のそれぞれの職業生活に関し必要な調査研究を

実施するものとする。  

2  厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、関係行政機関の長に対し、資料の提供その他必要な協力

を求めることができる。  

3  厚生労働大臣は、この法律の施行に関し、都道府県知事から必要な調査報告を求めることができる。  

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）  

第 29 条  厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、事業主に対して、報告

を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。  

2  前項に定める厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、その一部を都道府県労

働局長に委任することができる。  

（公表）  

第 30 条  厚生労働大臣は、第 5条から第 7条まで、第 9条第 1項から第 3項まで、第 11 条第 1項、

第 12条及び第 13 条第 1項の規定に違反している事業主に対し、前条第 1項の規定による勧告をした

場合において、その勧告を受けた者がこれに従わなかつたときは、その旨を公表することができる。  

（船員に関する特例）  

第 31 条  船員職業安定法（昭和 23 年法律第 130 号）第 6条第 1項に規定する船員及び同項に規定す

る船員になろうとする者に関しては、第 4条第 1項並びに同条第 4項及び第 5項（同条第 6項、第

10 条第 2項、第 11条第 3項及び第 13条第 3項において準用する場合を含む。）、第 10 条第 1 項、

第 11条第 2項、第 13 条第 2項並びに前三条中「厚生労働大臣」とあるのは「国土交通大臣」と、第

4条第 4項（同条第 6項、第 10 条第 2項、第 11条第 3項及び第 13条第 3項において準用する場合

を含む。）中「労働政策審議会」とあるのは「交通政策審議会」と、第 6条第 2号、第 7条、第 9

条第 3項、第 12条及び第 29 条第 2項中「厚生労働省令」とあるのは「国土交通省令」と、第 9条第

3項中「労働基準法（昭和 22年法律第 49 号）第 65 条第 1項の規定による休業を請求し、又は同項

若しくは同条第 2項の規定による休業をしたこと」とあるのは「船員法（昭和 22 年法律第 100 号）

第 87条第 1項又は第 2項の規定によつて作業に従事しなかつたこと」と、第 17条第 1項、第 18 条

第 1項及び第 29 条第 2項中「都道府県労働局長」とあるのは「地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）」

と、第 18条第 1項中「第 6条第 1項の紛争調整委員会（以下「委員会」という。）」とあるのは「第

21 条第 3項のあつせん員候補者名簿に記載されている者のうちから指名する調停員」とする。  

2  前項の規定により読み替えられた第 18条第 1項の規定により指名を受けて調停員が行う調停につ

いては、第 19条から第 27 条までの規定は、適用しない。  

3  前項の調停の事務は、3人の調停員で構成する合議体で取り扱う。  

4  調停員は、破産手続開始の決定を受け、又は禁錮以上の刑に処せられたときは、その地位を失う。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%8e%4f%81%5a&REF_NAME=%91%44%88%f5%90%45%8b%c6%88%c0%92%e8%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%8e%4f%81%5a&REF_NAME=%91%e6%98%5a%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%8e%4f%81%5a&REF_NAME=%93%af%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000600000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%98%4a%93%ad%8a%ee%8f%80%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%91%e6%98%5a%8f%5c%8c%dc%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%93%af%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%93%af%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%93%af%8f%f0%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000006500000000002000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%88%ea%81%5a%81%5a&REF_NAME=%91%44%88%f5%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%88%ea%81%5a%81%5a&REF_NAME=%91%e6%94%aa%8f%5c%8e%b5%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000008700000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000008700000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000008700000000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%88%ea%81%5a%81%5a&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000008700000000002000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000008700000000002000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000008700000000002000000000000000000
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5  第 20 条から第 27条までの規定は、第 2項の調停について準用する。この場合において、第 20条

から第 23条まで及び第 26 条中「委員会は」とあるのは「調停員は」と、第 21条中「当該委員会が

置かれる都道府県労働局」とあるのは「当該調停員を指名した地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）

が置かれる地方運輸局（運輸監理部を含む。）」と、第 26条中「当該委員会に係属している」とあ

るのは「当該調停員が取り扱つている」と、第 27条中「この節」とあるのは「第 31 条第 3項から第

5項まで」と、「調停」とあるのは「合議体及び調停」と、「厚生労働省令」とあるのは「国土交通

省令」と読み替えるものとする。  

（適用除外）  

第 32 条  第 2 章第 1節及び第 3節、前章、第 29条並びに第 30条の規定は、国家公務員及び地方公務

員に、第 2章第 2節の規定は、一般職の国家公務員（行政執行法人の労働関係に関する法律（昭和

23 年法律第 257 号）第 2条第 2号の職員を除く。）、裁判所職員臨時措置法（昭和 26 年法律第 299

号）の適用を受ける裁判所職員、国会職員法（昭和 22年法律第 85 号）の適用を受ける国会職員及び

自衛隊法（昭和 29年法律第 165 号）第 2条第 5項に規定する隊員に関しては適用しない。  

   第 5 章 罰則  

第 33 条  第 29 条第 1項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、20 万円以下の過料に

処する。  

 

   附 則 抄  

（施行期日） 

1  この法律は、公布の日から施行する。  

   附 則 （昭和 58 年 12 月 2 日法律第 78 号） 抄  

1  この法律（第 1条を除く。）は、昭和 59年 7月 1 日から施行する。  

2  この法律の施行日の前日において法律の規定により置かれている機関等で、この法律の施行の日以 

後は国家行政組織法又はこの法律による改正後の関係法律の規定に基づく政令（以下「関係法令」と 

いう。）の規定により置かれることとなるものに関し必要となる経過措置その他この法律の施行に伴 

う関係政令の制定又は改廃に関し必要となる経過措置は、政令で定めることができる。 

   附 則 （昭和 60 年 6 月 1 日法律第 45 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条 この法律は、昭和 61年 4月 1日から施行する。 

 （その他の経過措置の政令への委任） 

第 19 条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に関する経過 

措置を含む。）は、政令で定める。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%93%f1%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%93%c1%92%e8%93%c6%97%a7%8d%73%90%ad%96%40%90%6c%93%99%82%cc%98%4a%93%ad%8a%d6%8c%57%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%93%f1%8c%dc%8e%b5&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000004000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000004000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000004000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%93%f1%8b%e3%8b%e3&REF_NAME=%8d%d9%94%bb%8f%8a%90%45%88%f5%97%d5%8e%9e%91%5b%92%75%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%94%aa%8c%dc&REF_NAME=%8d%91%89%ef%90%45%88%f5%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8c%dc&REF_NAME=%8e%a9%89%71%91%e0%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8c%dc%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000005000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000005000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000005000000000000000000
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（検討） 

第 20 条 政府は、この法律の施行後適当な時期において、第 1条の規定による改正後の雇用の分野に

おける男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する法律及び第 2条の規定

による改正後の労働基準法第 6章の 2の規定の施行状況を勘案し、必要があると認めるときは、これ

らの法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  

   附 則 （平成 3年 5月 15 日法律第 76 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、平成 4年 4月 1日から施行する。  

   附 則 （平成 7年 6月 9日法律第 107 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条 この法律は、平成 7年 10月 1日から施行する。  

 （雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する法律の一 

部改正に伴う経過措置） 

第 9条 この法律の施行の際現に設置されている働く婦人の家については、前条の規定による改正前の 

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女子労働者の福祉の増進に関する法律第 30 

条及び第 31 条の規定は、この法律の施行後も、なおその効力を有する。 

2 この法律の施行の際現に設置されている働く婦人の家に関し、労働省令で定めるところにより、当 

該働く婦人の家を設置している地方公共団体が当該働く婦人の家を第 2条の規定による改正後の育 

児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第 34 条に規定する勤労者家 

庭支援施設に変更したい旨の申出を労働大臣に行い、労働大臣が当該申出を承認した場合には、当該 

承認の日において、当該働く婦人の家は、同条に規定する勤労者家庭支援施設となるものとする。 

   附 則 （平成 9年 6月 18 日法律第 92 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、平成 11年 4月 1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。     ～以下 略 ～ 

   附 則 （平成 11 年 7 月 16 日法律第 87 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、平成 12年 4月 1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。     ～以下 略 ～ 

   附 則 （平成 11 年 7 月 16 日法律第 104 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成 11 年法律第 88号）の施行の日から施行す

る。  
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   附 則 （平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律（第 2条及び第 3条を除く。）は、平成 13 年 1 月 6 日から施行する。  

   附 則 （平成 13 年 7 月 11 日法律第 112 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、平成 13年 10 月 1日から施行する。  

   附 則 （平成 13 年 11 月 16 日法律第 118 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、公布の日から施行する。  

   附 則 （平成 14 年 5 月 31 日法律第 54 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条 この法律は、平成 14年 7月 1日から施行する。  

（経過措置） 

第 28 条 この法律の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法律若しくはこれに基づく命令（以

下「旧法令」という。）の規定により海運監理部長、陸運支局長、海運支局長又は陸運支局の事務所

の長（以下「海運監理部長等」という。）がした許可、認可その他の処分又は契約その他の行為（以

下「処分等」という。）は、国土交通省令で定めるところにより、この法律による改正後のそれぞれ

の法律若しくはこれに基づく命令（以下「新法令」とういう。）の規定により相当の運輸監理部長、

運輸支局長又は地方運輸局、運輸管理部若しくは運輸支局の事務所の長（以下「運輸監理部長等」と

いう。）がした処分等とみなす。 

第 29 条 この法律の施行日前に旧法令の規定により海運管理部長等に対してした申請、届出その他の

行為（以下「申請等」という。）は国土交通省令で定めるところにより、新法令の規定により相当の

運輸監理部長等に対しした申請みなす。 

第 30 条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

   附 則 （平成 14 年 7 月 31 日法律第 98 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、公社法の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。     ～以下 略 ～ 

   附 則 （平成 18 年 6 月 21 日法律第 82 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条 この法律は、平成 19年 4月 1日から施行する。ただし、附則第七条の規定は、社会保険労務 
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士法の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 62号）中社会保険労務士法（昭和 43年法律第 89号）

第 2条第 1項第 1号の 4の改正規定の施行の日又はこの法律の施行の日のいずれか遅い日から施行

する。  

 （紛争の解決の促進に関する特例に関する経過措置） 

第 2条 この法律の施行の際現に個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成 13年法律第 112 

号）第 6条第 1項の紛争調整委員会（以下「委員会」という。）に係属している同法第 5条第 1項

のあっせんに係る紛争については、第 1条の規定による改正後の雇用の分野における男女の均等な

機会及び待遇の確保等に関する法律（以下「新法」という。）第 16 条の規定にかかわらず、なお従

前の例による。 

 （時効の中断に関する経過措置） 

第 3条 この法律の施行の際現に委員会に係属している第 1条の規定による改正前の雇用の分野におけ 

る男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律第 14 条第 1項の調停に関し当該調停の目的とな 

っている請求についての新法第 24条の規定の適用に関しては、この法律の施行の時に、調停の申請 

がされたものとみなす。 

（罰則に関する経過措置） 

第 4条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適応については、なお従前の例による。 

（検討） 

第 5条  政府は、この法律の施行後 5年を経過した場合において、新法及び第 2条の規定による改正

後の労働基準法第 64 条の 2の規定の施行の状況を勘案し、必要があると認めるときは、これらの規

定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  

   附 則 （平成 20 年 5 月 2 日法律第 26 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、平成 20年 10 月 1日から施行する。  

  （罰則に関する経過措置） 

第６条 この法律の施行前にした行為及び前条第 4項の規定によりなお従前の例によることとされる

場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（政令への委任） 

第７条 附則第 2条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令

で定める。 

（検討） 

第 9条 政府は、この法律の施行後 5年を経過した場合において、この法律による改正後の規定の実施

状況を勘案し、必要があると認めるときは、運輸の安全の一層の確保を図る等の観点から運輸安全委

員会の機能の拡充等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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     附 則（平成 24 年 6 月 27 日法律第 42号）抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成 25年 4月 1日から施行する。 

     附 則（平成 26 年 6 月 13 日法律第 67号）抄 

（施行期日） 

第 1条 この法律は、独立行政法人通則法の一部を改正する法律（平成 26年法律第 66 号。以下「通則 

法改正法」という。）の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定め

る日から施行する。 

１ 附則第 14 条第 2項、第 18条及び第 30 条の規定 公布の日 

（処分等の効力） 

第 28 条 この法律の施行前にこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。） 

の規定によってした又はすべき処分、手続その他の行為であってこの法律による改正後のそれぞれ

の法律（これに基づく命令を含む。以下この条において「新法令」という。）に相当の規定がある

ものは、法律（これに基づく法令を含む。）に別段の定めのあるものを除き、新法令の相当の規定

によってした又はすべき処分、手続きその他の行為とみなす。 

（罰則に関する経過措置） 

第 29 条 この法律の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなおその効力を有することとされる 

場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令等への委任） 

第 30 条 附則第 3条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則 

に関する経過措置を含む。）は、政令（人事院の所掌する事項については、人事院規則）で定める。 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

（平成 13 年 4 月 13 日法律第 31 号） 

最終改正：平成 26年 4月 23 日法律第 28 号 

 

 

 第 1章 総則（第 1条・第 2条）  

 第 1章の 2 基本方針及び都道府県基本計画等（第 2条の 2・第 2条の 3）  

 第 2章 配偶者暴力相談支援センター等（第 3条～第 5条）  

 第 3章 被害者の保護（第 6条～第 9条の 2）  

 第 4章 保護命令（第 10 条～第 22 条）  

 第 5章 雑則（第 23条～第 28 条）  

 第 5章の 2 補則（第 28 条の 2）  

 第 6章 罰則（第 29条・第 30 条） 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の

実現に向けた取組が行われている。 

 ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、

被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場

合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害

し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

 このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止

し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力を根絶

しようと努めている国際社会における取組にも沿うものである。 

 ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

   第 1 章 総則  

（定義）   

第 1 条  この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身

に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第 28条の 2において「身体に対する暴力等」と総称す

る。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000001000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000001002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000002000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000003000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000004000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000005000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13HO031.html#1000000000006000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%88%ea%8c%9b%81%5a&REF_NAME=%93%fa%96%7b%8d%91%8c%9b%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む

ものとする。  

2  この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。  

3  この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実

上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第 2 条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援するこ

とを含め、その適切な保護を図る責務を有する。  

   第 1 章の 2 基本方針及び都道府県基本計画等  

（基本方針）  

第 2 条の 2  内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第 5

項において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関

する基本的な方針（以下この条並びに次条第 1項及び第 3項において「基本方針」という。）を定め

なければならない。  

2  基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第 1項の都道府県基本計画及び同条第 3項の市

町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。  

⑴  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項  

⑵  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項  

⑶  その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項  

3  主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の

長に協議しなければならない。  

4  主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。  

（都道府県基本計画等）  

第 2 条の 3  都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被

害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」と

いう。）を定めなければならない。  

2  都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

⑴  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針  

⑵  配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項  

⑶  その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項  
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3  市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、

当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的

な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。  

4  都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。  

5  主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必

要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。  

   第 2 章 配偶者暴力相談支援センター等  

（配偶者暴力相談支援センター）  

第 3 条  都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設

が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。  

2  市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センター

としての機能を果たすようにするよう努めるものとする。  

3  配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業

務を行うものとする。  

⑴  被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関

を紹介すること。  

⑵  被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこ

と。  

⑶  被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次号、第

6号、第 5条及び第 8条の 3において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護を行うこと。  

⑷  被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度

の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。  

⑸  第 4 章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の

援助を行うこと。  

⑹  被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その

他の援助を行うこと。  

4  前項第 3号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に

委託して行うものとする。  

5  配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。  

（婦人相談員による相談等）  
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第 4条  婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。  

（婦人保護施設における保護）  

第 5 条  都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。  

   第 3 章 被害者の保護  

（配偶者からの暴力の発見者による通報等）  

第 6 条  配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下この

章において同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察

官に通報するよう努めなければならない。  

2  医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病

にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通

報することができる。この場合において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。  

3  刑法（明治 40 年法律第 45号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二

項の規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。  

4  医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病

にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用

について、その有する情報を提供するよう努めなければならない。  

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等）  

第 7 条  配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応

じ、被害者に対し、第 3条第 3項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容につい

て説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。   

（警察官による被害の防止）  

第 8 条  警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法（昭和 29

年法律第 162 号）、警察官職務執行法（昭和 23年法律第 136 号）その他の法令の定めるところによ

り、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。  

（警察本部長等の援助）  

第 8 条の 2  警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面に

ついては、方面本部長。第 15条第 3項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受け

ている者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、

その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規則

で定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示その他配偶者からの暴力による被

害の発生を防止するために必要な援助を行うものとする。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%81%5a%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%8c%59%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8b%e3%96%40%88%ea%98%5a%93%f1&REF_NAME=%8c%78%8e%40%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%4f%96%40%88%ea%8e%4f%98%5a&REF_NAME=%8c%78%8e%40%8a%af%90%45%96%b1%8e%b7%8d%73%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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（福祉事務所による自立支援）  

第 8 条の 3  社会福祉法（昭和 26年法律第 45 号）に定める福祉に関する事務所（次条において「福

祉事務所」という。）は、生活保護法（昭和 25年法律第 144 号）、児童福祉法（昭和 22年法律第

164 号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和 39 年法律第 129 号）その他の法令の定めるところ

により、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）  

第 9 条  配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関係機関

その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われるよう、相互に連

携を図りながら協力するよう努めるものとする。  

（苦情の適切かつ迅速な処理）  

第 9 条の 2  前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申

出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。  

   第 4 章 保護命令  

（保護命令）  

第 10 条  被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に

対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に限る。以下

この章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者

からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、

又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対す

る暴力。第 12条第 1項第 2号において同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた

者である場合にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受

けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者

から引き続き受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危

害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加

えられることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫

を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であっ

た者。以下この条、同項第 3号及び第 4号並びに第 18条第 1項において同じ。）に対し、次の各号

に掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第 2号に掲げる事項については、申立ての時において被

害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。  

⑴  命令の効力が生じた日から起算して 6月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠として

いる住居を除く。以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺につきまとい、又

は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%8e%6c%8c%dc&REF_NAME=%8e%d0%89%ef%95%9f%8e%83%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%6c%8e%6c&REF_NAME=%90%b6%8a%88%95%db%8c%ec%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%88%ea%98%5a%8e%6c&REF_NAME=%8e%99%93%b6%95%9f%8e%83%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%4f%8b%e3%96%40%88%ea%93%f1%8b%e3&REF_NAME=%95%ea%8e%71%8b%79%82%d1%89%c7%95%77%95%9f%8e%83%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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⑵  命令の効力が生じた日から起算して 2月間、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去す

ること及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。  

2  前項本文に規定する場合において、同項第 1号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者

に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して 6月を経

過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ずるも

のとする。  

⑴  面会を要求すること。  

⑵  その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。  

⑶  著しく粗野又は乱暴な言動をすること。  

⑷  電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシ

ミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。  

⑸  緊急やむを得ない場合を除き、午後 10時から午前 6時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装

置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。  

⑹  汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はその知り

得る状態に置くこと。  

⑺  その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。  

⑻  その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を

害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。  

3  第 1項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項並びに

第 12条第 1項第 3号において単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶者が幼年の

子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその同居

している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認め

るときは、第 1項第 1号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てによ

り、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生

じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して 6月を経過する日までの間、当該

子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）、就学

する学校その他の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他

その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子が

15 歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。  

4  第 1項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活において密接

な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項及び次

項並びに第 12条第 1項第 4号において「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱

暴な言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその親族等に関して配偶者と面会
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することを余儀なくされることを防止するため必要があると認めるときは、第 1項第 1号の規定によ

る命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加え

られることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令

の効力が生じた日から起算して 6月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生

活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身

辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいして

はならないことを命ずるものとする。  

5  前項の申立ては、当該親族等（被害者の 15歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）の同

意（当該親族等が 15 歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同意）

がある場合に限り、することができる。  

（管轄裁判所）  

第 11 条  前条第 1項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がない

とき又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。  

2  前条第 1項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすること

ができる。  

⑴  申立人の住所又は居所の所在地  

⑵  当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地  

（保護命令の申立て）  

第 12 条  第 10 条第 1項から第 4項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、

次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。  

⑴  配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況  

⑵  配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者

から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに

足りる申立ての時における事情  

⑶  第 10 条第 3項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居している子に

関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると

認めるに足りる申立ての時における事情  

⑷  第 10 条第 4項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に関して配

偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに

足りる申立ての時における事情  

⑸  配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、

又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項  

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 
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ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

2  前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第 5号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合

には、申立書には、同項第 1号から第 4号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した書面

で公証人法（明治 41 年法律第 53 号）第 58 条ノ 2第 1項の認証を受けたものを添付しなければなら

ない。  

（迅速な裁判）  

第 13 条  裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとする。  

（保護命令事件の審理の方法）  

第 14 条  保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、これを

発することができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達することが

できない事情があるときは、この限りでない。  

2  申立書に第 12 条第 1項第 5号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該

配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を

求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。こ

の場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずる

ものとする。  

3  裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の

長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定によ

り書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。  

（保護命令の申立てについての決定等）  

第 15 条  保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を

経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。  

2  保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日にお

ける言渡しによって、その効力を生ずる。  

3  保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所

を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。  

4  保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又は

援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第 12 条第 1項第 5号イから

ニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその

内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名称が記載され

た配偶者暴力相談支援センターが 2以上ある場合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、又は

援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。  

5  保護命令は、執行力を有しない。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%88%ea%96%40%8c%dc%8e%4f&REF_NAME=%8c%f6%8f%d8%90%6c%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%96%be%8e%6c%88%ea%96%40%8c%dc%8e%4f&REF_NAME=%91%e6%8c%dc%8f%5c%94%aa%8f%f0%83%6d%93%f1%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000005800200000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000005800200000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000005800200000001000000000000000000
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（即時抗告）  

第 16 条  保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。  

2  前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。  

3  即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があることに

つき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を生ず

るまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原

裁判所も、この処分を命ずることができる。  

4  前項の規定により第 10 条第 1項第 1号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合において、同

条第 2項から第 4項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力の停

止をも命じなければならない。  

5  前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。  

6  抗告裁判所が第 10 条第 1項第 1号の規定による命令を取り消す場合において、同条第 2項から第

4項までの規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければ

ならない。  

7  前条第 4項の規定による通知がされている保護命令について、第 3項若しくは第 4項の規定により

その効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、

その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。  

8  前条第 3項の規定は、第 3項及び第 4項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合につ

いて準用する。  

（保護命令の取消し）  

第 17 条  保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合には、当

該保護命令を取り消さなければならない。第 10条第 1項第 1号又は第 2項から第 4項までの規定に

よる命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して 3月を経過した後におい

て、同条第 1項第 2号の規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起算して 2週間を

経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをし

た者に異議がないことを確認したときも、同様とする。  

2  前条第 6項の規定は、第 10 条第 1項第 1号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定により

当該命令を取り消す場合について準用する。  

3  第 15 条第 3項及び前条第 7項の規定は、前 2項の場合について準用する。  

（第 10 条第 1項第 2号の規定による命令の再度の申立て）  

第 18 条  第 10 条第 1項第 2号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立ての理

由となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定による

命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居し

ようとする被害者がその責めに帰することのできない事由により当該発せられた命令の効力が生ず
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る日から起算して 2月を経過する日までに当該住居からの転居を完了することができないことその

他の同号の規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命令を

発するものとする。ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ず

ると認めるときは、当該命令を発しないことができる。  

2  前項の申立てをする場合における第 12条の規定の適用については、同条第 1項各号列記以外の部

分中「次に掲げる事項」とあるのは「第 1号、第 2号及び第 5号に掲げる事項並びに第 18 条第 1項

本文の事情」と、同項第 5号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第 1号及び第 2号に掲げる事項

並びに第 18 条第 1項本文の事情」と、同条第 2項中「同項第 1号から第 4号までに掲げる事項」と

あるのは「同項第 1号及び第 2号に掲げる事項並びに第 18条第 1項本文の事情」とする。  

（事件の記録の閲覧等）  

第 19 条  保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しく

は謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することが

できる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審

尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、この限りでない。  

（法務事務官による宣誓認証）  

第 20 条  法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人が

その職務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支局

に勤務する法務事務官に第12条第2項（第18条第2項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

の認証を行わせることができる。  

（民事訴訟法の準用）  

第 21 条  この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その性質に反

しない限り、民事訴訟法（平成 8年法律第 109 号）の規定を準用する。  

（最高裁判所規則）  

第 22 条  この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則

で定める。  

   第 5 章 雑則  

（職務関係者による配慮等）  

第 23 条  配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項において

「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれている環

境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保

及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%88%ea%81%5a%8b%e3&REF_NAME=%96%af%8e%96%91%69%8f%d7%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%95%bd%94%aa%96%40%88%ea%81%5a%8b%e3&REF_NAME=%96%af%8e%96%91%69%8f%d7%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
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2  国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理

解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。  

（教育及び啓発）  

第 24 条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教育及

び啓発に努めるものとする。  

（調査研究の推進等）  

第 25 条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の

更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進並

びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。  

（民間の団体に対する援助）  

第 26 条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う

民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。  

（都道府県及び市の支弁）  

第 27 条  都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。  

⑴  第 3 条第 3項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲

げる費用を除く。）  

⑵  第 3 条第 3項第 3号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第 4項に規定する厚生労働

大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用  

⑶  第 4 条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用  

⑷  第 5 条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託

して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用  

2  市は、第 4条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなけれ

ばならない。  

（国の負担及び補助）  

第28条  国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第1項の規定により支弁した費用のうち、

同項第 1号及び第 2号に掲げるものについては、その 10 分の 5を負担するものとする。  

2  国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の 10分の 5以内を補助することができる。  

⑴  都道府県が前条第 1項の規定により支弁した費用のうち、同項第 3号及び第 4号に掲げるもの  

⑵  市が前条第 2項の規定により支弁した費用  

    第 5 章の２ 補則 

 （この法律の準用） 

第 28 条の 2 第 2条及び第 1章の 2から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係に

おける共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの暴力（当

該関係にある相手から身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴力等を
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受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者から引き続き受ける

身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。この場合において、これ

らの規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第 28 条の 2に規定する関係にある相手からの暴力」

と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に

掲げる字句に読み替えるものとする。 

第 2条 被害者 被害者（第 28 条の 2に規定する関係にあ

る相手からの暴力を受けた者をいう。以

下同じ。） 

第 6条第 1項 配偶者又は配偶者であった者 同条に規定する関係にある相手又は同条

に規定する関係にある相手であった者 

第 10条第 1項から第 4

項まで、第 11条第 2項

第 2号、第 12条第 1項

第 1号から第 4号まで及

び第 18 条第 1項 

配偶者 第 28条の 2に規定する関係にある相手 

第 10条第 1項 離婚をし、又はその婚姻が取

り消された場合 

第28条の2に規定する関係を解消した場

合 

第 6章 罰則  

第 29 条  保護命令（前条において読み替えて準用する第 10 条第 1項から第 4項までの規定によるも

のを含む。次条において同じ。）に違反した者は、1年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。  

第 30 条  第 12 条第 1項（第 18 条第 2項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第 28

条の 2において読み替えて準用する第 12 条第 1項（第 28 条の 2において準用する第 18 条第 2項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について虚偽の記載のあ

る申立書により保護命令の申立てをした者は、10万円以下の過料に処する。  

 

   附 則 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、公布の日から起算して 6月を経過した日から施行する。ただし、第 2章、第 6

条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第 7条、第 9条（配偶者暴力相談支援セン

ターに係る部分に限る。）、第 27条及び第 28 条の規定は、平成 14年 4月 1 日から施行する。  

（経過措置） 
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第 2条  平成 14 年 3 月 31 日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関し

て相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申立てに係る事

件に関する第 12 条第 1項第 4号並びに第 14条第 2項及び第 3項の規定の適用については、これらの

規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。  

（検討）  

第 3 条  この法律の規定については、この法律の施行後 3年を目途として、この法律の施行状況等を

勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。  

   附 則 （平成 16 年 6 月 2 日法律第 64 号） 抄 

（施行期日） 

第 1条  この法律は、公布の日から起算して 6月を経過した日から施行する。  

（経過措置） 

第 2条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律（次項において「旧法」という。）第 10条の規定による命令の申立てに係る同条の規

定による命令に関する事件については、なお従前の例による。 

2  旧法第10条第2号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった身体に対

する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律によ

る改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第 10

条第 1項第 2号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに限る。）があった

場合における新法第 18条第 1項の規定の適用については、同項中「2月」とあるのは、「2週間」と

する。 

（検討） 

第 3条 新法の規定については、この法律の施行後 3年を目処として、新法の施行状況等を勘案し、検

討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

   附 則 （平成 19 年 7 月 11 日法律第 113 号） 抄  

（施行期日） 

第 1条  この法律は、公布の日から起算して 6月を経過した日から施行する。  

  （経過措置） 

第 2条  この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護

に関する法律第 10条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件について

は、なお従前の例による。 

    附 則（平成 25年 7 月 3 日法律第 72 号）抄 

（施行期日） 

1 この法律は、公布の日から起算して 6月を経過した日から施行する。             

    附 則（平成 26年 4 月 23 日法律第 28 号）抄 
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   (施行期日) 

第 1 条  この法律は、平成 27年 4月 1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号

に定める日から施行する。  

⑴  第 1条中次世代育成支援対策推進法附則第 2条第 1項の改正規定並びに附則第 4条第 1項及び第 2

項、第 14条並びに第 19条の規定 公布の日 

⑵  第 2条並びに附則第3条、第7条から第10条まで、第12条及び第15条から第18条までの規定 平

成 26年 10 月 1日 

 

（政令への委任） 

第 19 条  この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。  
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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

（平成 27 年 9 月 4 日法律第 64 号） 

 

目次 

 第 1章 総則（第１条－第４条） 

 第 2章 基本方針等（第５条・第６条） 

 第 3章 事業主行動計画等 

第 1節 事業主行動計画策定指針（第 7条） 

第 2節 一般事業主行動計画（第 8条－第 14 条） 

第 3節 特定事業主行動計画（第 15 条） 

第 4節 女性の職業選択に資する情報の公表（第 16 条・第 17 条） 

第 4章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第 18条―第 25 条） 

第 5章 雑則（第 26 条－第 28条） 

第 6章 罰則（第 29 条－第 34条） 

 附則 

 

    第 1 章 総則  

（目的）  

第 1 条  この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性

と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」と

いう。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成 11 年法律第 78号）

の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その基本原則を定め、並び

に国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び、事業主の行動計画

の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置等について定めることにより、女

性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速

な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力あ

る社会を実現することを目的とする。 

（基本原則）  

第 2 条  女性の職業生活のおける活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実情を

踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、昇

進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、



110 

 

かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業生活における活躍

に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨として、

行われなければならない。  

2 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その

他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活に関する事

由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社

会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円

滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等により、男女の職業生活と

家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として、行われなければならない。 

3 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本

人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第 3 条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基本原 

則（次条及び第 5条第 1項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活における 

活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第 4 条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職 

業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用 

環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めると 

ともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に協力し 

なければならない。  

 

第２章 基本方針等 

 

（基本方針） 

第 5条 政府は基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合的かつ 

一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基本方針」 

という。）を定めなければならない。 

2 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

(2) 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 

(3) 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 
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 イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

 ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

 ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

4 前３号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 

3 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなけ 

ればならない。 

5 前 2項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第 6条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活における

活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」という。）を定

めるよう努めるものとする。 

2 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推進計画）

を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策について

の計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

3 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

 

第 3 章 事業主行動計画等 

 

第 1 節 事業主行動計画策定指針 

 

第 7 条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進 

に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条第 1項に 

規定する一般事業主行動計画及び第 15条第 1項に規定する特定事業主行動計画（次項において「事 

業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」という。） 

を定めなければならない。 

2 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる次項につき、事業主行動計画の指針となるべきも 

のを定めるものとする。 

(1) 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

(2) 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

(3) その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 
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3 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更したとき 

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

第 2 節 一般事業主行動計画 

 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第 8条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用する 

労働者の数が 300 人を越えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画（一 

般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同 

じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければならない。こ 

れを変更したときも、同様とする 

2 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 計画期間 

(2) 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

(3) 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

3 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、厚 

生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年 

数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業 

における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進 

するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければなら 

ない。この場合において、前項第 2号の目標については、採用する労働者に占める女性労働者の割 

合、男女の継続勤続年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性委 

労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

4 第 1項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省 

令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。 

5 第 1項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省 

令で定めるところにより、これを公表しなければならない。 

6 第 1項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一般事 

業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が 300 人以下のものは、事業主行動計画策定指針 

に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け 

出るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 
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8 第 3項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとする 

場合について、第 4項から第 6項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を 

定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第 9条 厚生労働大臣は、前条第 1項又は第 7項の規定による届出をした一般事業主からの申請に 

基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働 

省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第 10 条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第 20 条第 1項において「認定一般事業主」と 

いう。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若し 

くは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商品等」という。）に厚生労働大 

臣の定める表示を付することができる。 

2 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付 

してはならない。 

（認定の取消し） 

第 11 条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第 9条の認定 

を取り消すことができる。 

(1)  第 9条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

(2)  この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

(3)  不正の手段により第９条の認定を受けたとき。 

(委託募集の特例等) 

第 12 条  承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者 

の数が 300 人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中小事業主 

団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を 

行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとするときは、 

職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）第 36条第 1項及び第 3項の規定は、当該構成員である中 

小事業主については、適用しない。  

2 この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特 

別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般

社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの(厚生労働省令で定める要件に該当する 

ものに限る。)のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活における活躍の推進 
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に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うものであって、その申請に基 

づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合 

する旨の承認を行ったものをいう。 

3 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めるときは、 

同項の承認を取り消すことができる。 

4 承認中小事業主団体は、第 1項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定める 

ところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で 

定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

5 職業安定法第 37条第 2項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第 5条の 3 

第 1 項及び第 3項、第 5条の 4、第 39条、第 41条第 2項、第 48条の 3、第 48 条の 4、第 50 条第 1 

項及び第 2項並びに第 51条の 2の規定は前項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者に 

ついて、同法第 40条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者に対する報酬 

の供与ついて、同法第 50条第 3項及び第 4項の規定はこの項において準用する同条第 2項に規定す 

る職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場合において、同法第 37条第 2項中「労働者 

の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第 12条第 

4 項の規定による届出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第 41 条第 2項中「当該 

労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

6 職業安定法第 36条第 2項及び第 42条の 2の規定の適用については、同法第 36 条第 2項中「前項 

の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被用者以外の 

者に与えようとする」と、同法第 42 条の 2中「第 39条に規定する募集受託者」とあるのは「女性 

の職業生活における活躍の推進に関する法律(平成 27年法律第 64号)第 12 条第 4項の規定による届 

出をして労働者の募集に従事する者」とする。 

7 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第 2項の相談及び援助の実施状況について報告を求 

めることができる。 

第 13 条 公共職業安定所は、前条第 4項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中小事 

業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当 

該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るもの 

とする。 

(一般事業主に対する国の援助) 

第 14 条 国は、第 8条第 1項若しくは第 7項の規定により一般事業主行動計画を策定しようとする一 

般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、労 

働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談 
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その他の援助の実施に努めるものとする。 

 

第 3 節 特定事業主行動計画 

 

第 15 条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの(以下「特定 

事業主」という。)は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、特定事業主 

行動計画(特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画を 

いう。以下この条において同じ。)を定めなければならない。 

2 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

1 計画期間 

2 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

3 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

3 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定めるとこ 

ろにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管 

理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職業生活に 

おける活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情に 

ついて分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合において、前項 

第 2号の目標については、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小 

の割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定 

めなければならない。 

4 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知さ 

せるための措置を講じなければならない。 

5 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ 

ばならない。 

6 特定事業主は、毎年少なくとも 1回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなけ 

ればならない。 

7 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画に定め 

られた目標を達成するよう努めなければならない。 

 

第 4 節 女性の職業選択に資する情報の公表 

 

(一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表) 
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第 16 条 第 8 条第 1項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営 

み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活 

躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。 

2 第 8条第 7項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又 

は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関す 

る情報を定期的に公表するよう努めなければならない。 

(特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表) 

第 17 条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の 

職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する情報を定 

期的に公表しなければならない。 

 

第 4 章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

 

(職業指導等の措置等) 

第 18 条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業 

の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

2 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職業生活 

を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その 

他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

3 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施することができ 

るものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

4 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、 

当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

(財政上の措置等) 

第 19 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するために必 

要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

(国等からの受注機会の増大) 

第 20 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等(沖縄振興開発金融 

公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。)の役務又は物 

件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性の職業生活におけ 

る活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が優良な一 

般事業主(次項において「認定一般事業主等」という。)の受注の機会の増大その他の必要な施策を 
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実施するものとする。 

2 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を 

実施するように努めるものとする。 

(啓発活動) 

第 21 条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と理解を 

深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

(情報の収集、整理及び提供) 

第 22 条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外における女性 

の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

(協議会) 

第23条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及び事業 

を行う国及び地方公共団体の機関(以下この条において「関係機関」という。)は、第 18 条第 1項 

の規定により国が講ずる措置及び同条第 2項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る事例 

その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用することにより、当該区域におい 

て女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるようにするた 

め、関係機関により構成される協議会(以下「協議会」という。)を組織することができる。 

2 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第 18条第 3項の規定による事 

務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるものとする。 

3 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員として 

加えることができる。 

(1) 一般事業主の団体又はその連合団体 

(2) 学識経験者 

(3) その他当該関係機関が必要と認める者 

4 協議会は、関係機関及び前 2項の構成員(以下この項において「関係機関等」という。)が相互の連 

絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連携 

の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関する取組につ 

いて協議を行うものとする。 

5 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公表 

しなければならない。 

(秘密保持義務) 

第 24 条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会 

の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 
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(協議会の定める事項) 

第 25 条 前 2 条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

第 5 章 雑則 

 

(報告の徴収並びに助言、指導及び勧告) 

第 26 条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第 8条第 1項に規定す 

る一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

(権限の委任) 

第 27 条 第 8 条から第 12 条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定める 

ところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

(政令への委任) 

第 28 条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第 6 章 罰則 

 

第 29 条 第 12 条第 5項において準用する職業安定法第 41条第 2項の規定による業務の停止の命令に 

違反して、労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第 30 条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

(1) 第 18条第 4項の規定に違反した者 

(2) 第 24条の規定に違反した者 

第 31 条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

(1) 第 12 条第 4項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

(2) 第 12 条第 5項において準用する職業安定法第 37条第 2項の規定による指示に従わなかった者 

(3) 第 12 条第 5項において準用する職業安定法第 39条又は第 40 条の規定に違反した者 

第 32 条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。 

(1) 第 10 条第 2項の規定に違反した者 

(2) 第 12 条第 5項において準用する職業安定法第 50条第 1項の規定による報告をせず、又は虚偽の 

報告をした者 

(3) 第 12条第 5項において準用する職業安定法第 50条第 2項の規定による立入り若しくは検査を拒 

み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

第 33 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業 
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務に関し、第 29 条、第 31 条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又 

は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第 34 条 第 26 条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、20万円以下の過料に処する。 

附 則  

(施行期日) 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第 3章(第 7条を除く。)、第 5章(第 28 条を 

除く。)及び第 6章(第 30 条を除く。)の規定並びに附則第 5条の規定は、平成 28年 4月 1日から施 

行する。 

(この法律の失効) 

第 2 条 この法律は、平成 38年 3月 31 日限り、その効力を失う。 

2 第 18 条第 3項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密に 

ついては、同条第 4項の規定(同項に係る罰則を含む。)は、前項の規定にかかわらず、同項に規定 

する日後も、なおその効力を有する。 

3 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第 24 条の規定(同条 

に係る罰則を含む。)は、第 1項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有す 

る。 

4 この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第 1項の規定にかかわ 

らず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

(政令への委任) 

第 3条 前条第 2項から第 4項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、 

政令で定める。 

(検討) 

第 4 条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、 

必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置 

を講ずるものとする。 

 （社会保険労務士法の一部改正） 

第 5条 社会保険労務士法（昭和 43 年法律第 89号）の一部を次のように改正する。 

 別表第 1第 20 号の 25の次に次の 1号を加える。 

 20 の 26 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号） 

 （内閣府設置法の一部改正） 

第 6条 内閣府設置法（平成 11 年法律第 89号）の一部を次のように改正する。 

 附則第 2条第 2項の表に次のように加える。 
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平成 38 年 3 月 31 日 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第 64号）第 5条第 1

項に想定するものをいう。）の策定及び推進に関すること。 

 

理 由 

  女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって豊かで活力ある社会を実現する

ため、女性の職業生活における活躍の推進について、その基本原則を定め、並びに国、地方公共団

体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主行動計画の策定、女性の職業生

活における活躍を推進するため支援措置等について定める必要がある。これが、この法律案を提出

する理由である。 
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